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巻頭言

01. 学長

02. 研究機構長



　大学は、継続的な教育活動の点検・評価とそれに

基づき改善を行うことによって、はじめて、研究の

質の維持・向上を図り、提供し続けることが可能と

なり、社会的信頼を得て、持続的な発展を遂げるこ

とができます。

　内部質保証の活動は、大学がその教育研究活動の

透明性を確保し、社会的責任を果たすための重要な

手段であるのみならず、自主的に教育研究の質を評

価し、改善する文化を学内に醸成することにより、

外部の評価のみに依存することなく、自律的な発展

を図るためのものでもあります。

　本学では、「国際的視野に立った良質の教育、研

究および医療の実践を通して至誠仁術を体現する医

療人を育成する」という建学の精神に基づき、研究

機構とその配下の各学部のセンター及び各種委員会、

各研究所あるいは事務担当の各課において、良質の

研究を実践するため内部質保証の活動が日常のもの

として進められております。そしてその結果が各学

部教授会、次いで学部間協議会へと報告され、都度、

各会議体において内部質保証の活動を積み重ねます。

最終的には、過半数が学外の方で構成された教育研

究内部質保証評価会議が内部質保証活動について年

度ごとの検証を行い、その結果を全学で共有するこ

とにより、次の改善に繋げ、更なる内部質保証の推

進に努めております。また、このような内部質保証

の体制について、大学認証や分野別認証において評

価を受け、改善を図っております。

　旧大阪医科大学と旧大阪薬科大学では個別に、研

究成果に加えて、研究機器の利用状況や研究費の獲

得状況などの情報を集約し、研究関係のセンターが

年報を発刊し、自己点検、自己評価を行うとともに、

機器の更新やスペースマネージメントなど研究環境

の改善を行っておりました。

　2020 年（令和 2 年）の大学統合を機に、大学全

体の研究環境の改善と研究活動のより一層の活性化

に資するよう研究年報を発刊したします。研究にお

ける内部質保証活動の一助となれば幸いです。

大阪医科薬科大学

学長　佐野　浩一01
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大阪医科薬科大学

研究機構長研究機構長　大野　行弘大野　行弘

　大阪医科薬科大学は、大阪医科大学と大阪薬科大

学の統合によって新たな医療系総合大学として 2021

年 4月に誕生しました。「研究機構」は、3学部が有

する「医学研究支援センター」、「薬学研究支援セン

ター」、「看護学実践研究センター」の運営支援と相

互連携及び大学全体の研究推進を目的として、新大

学の発足年度（2022 年 1 月）に設置されました。

これまで、キャンパス毎で運営していた生物安全管

理・動物実験・研究倫理各委員会などを統合し、全

学的な研究管理・支援体制を整備してきた他、研究

関連の各種研修や研究実施届出制度などを定着させ、

研究倫理の徹底と研究公正に取り組んできました。

他大学や企業との共同研究に行政や市民の力を借り

た研究などの産学官連携活動も推進し、常に医療の

発展と未来を見据えて歩んできました。

　2023 年度においては、「BNCT 共同臨床研究所」、

「小児高次脳機能研究所」、「薬用植物園」など全学

的な研究施設との連携を強化し、学部横断型の研究

プロジェクトや BNCT 等の先進的な研究会の発足、

研究業績の向上、競争的資金の獲得推進及び産学官

連携活動の活性化に努めてきました。COVID-19 の

パンデミックにより一時的に停滞した研究活動も復

活しており、これらの研究成果を社会実装する取組

みや、国際的な研究プラットフォームの形成にも注

力しています。

　これからも、大学のグローバル化や SDGs 活動を

推し進め、世界トップレベルの研究活動の展開と、

その成果をひろく還元することを通じて、医療系総

合大学として社会に貢献していきます。皆様のご指

導とご協力を賜りますようよろしくお願い申し上げ

ます。
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大学機構図・組織図

01. 大学機構図

02. 組織図



学部間協議会

教育研究内部質保証評価会議 I　R

機構調整会議

〈医学部〉 
教授会 

学科会議 
研究科会議

〈薬学部〉
教授会

学科会議
研究科会議

〈看護学部〉
教授会

学科会議
研究科会議

 教育機構 医学教育 
センター

薬学教育
センター

看護学教育
センター

学生生活 
支援機構

医学学生生活 
支援センター

薬学学生生活
支援センター

看護学学生生活
支援センター

 研究機構 医学研究
支援センター

薬学研究
支援センター

看護学実践
研究センター

 大 学 院 医学研究科
大学院委員会

薬学研究科
大学院委員会

看護学研究科
大学院委員会

薬学キャリア
サポートセンター

 就職支援委員会 

2024 年 3 月 31 日現在

大阪医科薬科大学
大学機構図
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大阪医科薬科大学
組織図
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01. 目的
研究機構は、各学部の研究に係るセンター間の連携・協力を推進し、研究支援体制の強化を図る。ついては、各学部の特色
ある研究活動を担保しつつ、学際的研究の発展と活性化及び社会への実装を図る。

（大阪医科薬科大学　研究機構規程　第２条）

02. 構成員
大野　行弘　機構長 （薬学部長）
近藤　洋一　副機構長（医学研究支援センター長 )
中村　任　　副機構長（薬学研究支援センター長 )
真継　和子　副機構長（看護学実践研究センター長 )
陪席
学務部：池田　卓司（部長）　
医学研究支援センター：上野　照生（技師長）
事務局
研究推進課：芦田　恵美（課長）、杉岡　弘敏（副参事）
薬学総務部管理課：秋月　延夫（事務局次長）、佐塚　卓司（課長）、小野　裕（主任）、桝谷　大貴

03. 2023 年度　研究にかかる事業計画及び事業報告
研究推進

事業計画 事業報告

研究環境整備
（研究の環境整備、研究倫理の徹底、産学
官連携の推進、大型プロジェクトへの取
り組み）

● 3 学部融合共同研究学内助成金制度の構築
● �共同研究プロジェクト医学部・看護学部では 17 件、薬学部では 18 件

を採択
● �実験環境安全管理規程類の改正・制定し、医学部・薬学部間で一部相

互巡視を実施
● �開発ステージを支援する専門家として課内職員を育成中

国際研究受け入れ推進 ● 海外との共同研究 1 件（薬学部／ 1 件）
● 海外からの受託研究 1 件（医学部／ 1 件）

研究施設の共用化対応
（研究施設の移設・集約及び共用体制の構築）

● �研究設備・機器共用規程及び同細則　制定（2023 年 4 月 1 日施行）
● �研究設備・研究機器共用システム　運用開始

研究データマネジメントの推進
（研究データ管理体制の推進／リポジトリ、
研究設備の機器リモート化推進）

● �研究データマネジメントポリシー　制定（2023 年 8 月 10 日施行）
● �研究データマネジメント　医学・薬学研究科大学院生に対しトライア

ル実施

研究支援

外部資金獲得
（競争的研究資金・大型プロジェクト資金
獲得支援強化）

● �科研費：171 件（医学部／ 111 件、薬学部 27 件、看護学部／ 33 件）
● �厚労科研費：医学部／ 3 件
● �AMED 事業：医学部／ 2 件採択
● �民間助成金：医学部・看護学部／ 24 件、薬学部／ 4 件

研究不正対策
（コンプライアンス教育・研究倫理教育の
徹底）

● �研究にかかる教育研修を全学的に一本化（コンプライアンス・研究倫理・
臨床研究教育研修）

● �研究実施届　提出率（医学部／ 90％、薬学部／ 100％、看護学部／
100％）

● �産学連携リスクマネジメント研修実施

研究者サポート体制の強化
（研究成果の社会実装までの支援システム
の構築）

● �公表データベース等からのシーズ・ニーズの掘り起こしを実施
● �研究シーズ・ニーズ集を抜本的に見直し、掲載内容を再構築
● �知的財産管理委員会審査に新たに迅速審査制度を導入
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2023年度　活動実績

① 研究機構会議（構成員、開催日時、議事等）

第16回　2023年4月27日

協議事項 報告事項

● 研究インテグリティの確保
● 各学部学内補助事業の共有
● 間接経費	
● �研究データマネジメントポリシー（案）及び本学デー

タマネジメントプラン（案）
● BNCT 研究会　座長

● 実験環境安全管理体制　法人運営会議報告
● 大学見本市 2023 ～イノベーション・ジャパン
● 2022 年度研究（機構）年報作成スケジュール

第17回　2023年5月31日

● 教育研究内部質保証評価会議　報告
● 研究機構中長期事業計画
● 研究インテグリティの確保に関する規程　修正案
● 研究年報
● 令和 5 年度教育研究装置・研究設備等の事業募集

● �研究データマネジメントポリシー（案）及び本学デー
タマネジメントプラン（案）

● 新研究棟
● �（医学部・看護学部）学術研究推進プロジェクト助成金

申請者一覧

第18回　2023年6月30日

● �教育研究環境整備、社会連携・社会貢献各方針に対す
る具体的目標

● �「研究」年間スケジュール及び「研究」における今後の
課題

● 研究インテグリティ規程　修正案
● 研究データマネジメントポリシー　修正案
● 地域中核・特色ある研究大学強化促進事業　申請報告
●（薬学部）学術研究推進プロジェクト助成金申請者一覧
● 第 3 回研究カフェ　開催案

第19回　2023年7月24日

● �研究における生成系 AI の利用方針（案）及び他学状況
● 実験環境安全管理委員会各学部専門部会細則案
● 化学物質管理にかかる相談・訪問支援事業

● 2023 年度「研究」年間スケジュール
● �地域中核・特色ある研究大学強化促進事業　申請報告
● 医学研究支援センター　利用トライアル
● �私立医科大学協会－研究体制検討委員会アンケート報告
● 研究年報　作成スケジュール

第20回　2023年8月28日

● 研究活動における生成系 AI の利用方針（案）
● 実験環境安全管理委員会薬学専門部会細則　修正案
● 化学物質等管理規程（統合修正案）
● �内部質保証評価会議結果報告及び内部質保証の手続き（案）
● �2024 年度医・薬・看融合研究プロジェクト助成金（修

正案）
● �予算（2024 年度研究機構予算（案）、2023 年度間接経

費執行計画（案））
● 2023 年度産学官連携に関する将来目標・計画（案）

● 改革総合支援事業タイプ 2、3、4 進捗状況
● 第 3 回研究カフェ報告
● 研究実施届未提出者・researchmap 未登録者一覧
● 倫理指針逸脱に対する注意喚起

第21回　2023年9月27日

● 内部質保証手続き案
● �医学部における各方針に対する「研究」にかかる行動

計画案
● 産学官連携推進室の今後
● 第 2 回 BNCT 研究会　開催日時
● 2024 年度事業計画策
● �2024 年度 大阪医科薬科大学 医薬看融合研究プロジェ

クト助成金（修正案）
● 研究 IR 担当者の推薦
● 私学事業団　学術研究振興資金応募者選定

● 2022 年度年報作成進捗報告
● �第 68 回医学系大学倫理委員会連絡会議学術集会主管
● �第 24 回近畿・中部地区大学等知的財産連絡会議主管
● 2024 年度研究機構予算－産学連携等関係予算一本化
● �文部科学省「大学病院改革に関する令和６年度概算要

求について」
● �2024 年度（令和 6 年度）科研費申請数（ 9 月 19 日提

出締切分）
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第22回　2023年10月26日

● 研究における内部質保証の手続き　修正案
● 産学官連携推進室の実績等
● �（看護学部）研究にかかる教育研究環境整備の方針 

具体的目標（案）
● 2024 年度事業計画　修正案

● 研究 IR 担当者の推薦に
● 第 2 回 BNCT 研究会　開催
● 2022 年度　研究年報

第23回　2023年11月29日

● 産学官連携推進室　実績状況報告
● �大阪医科薬科大学薬用植物園実験環境安全管理専門部

会細則の制定
● 「研究支援センター」改称

● 第 2 回 BNCT 研究会　開催
● 第 2 回利益相反マネジメント研修会　
● THE 世界大学ランキング本学の状況
● 2022 年度　研究年報　発行
● 各学部における各方針に関する進捗状況等

第24回　2023年12月27日

● �共同利用・共同研究拠点及び国際共同利用・共同研究
拠点の令和 7 年度認定公募

● 内部質保証評価会議の準備状況の確認
● 令和 5 年度私立学校施設整備費補助金事業募集

● �私立医科大学協会　令和 5 年度　研究支援推進委員会
報告

第25回　2024年1月30日

● �共同利用・共同研究拠点及び国際共同利用・共同研究
拠点　認定の公募

● �学校法人大阪医科薬科大学組織図　修正案（研究支援
センター・実験動物部門改称による）

● �研究データマネジメントにおけるトライアル報告及び
意見等への対応

● �地域中核・特色ある研究大学強化事業　採択結果及び
振り返り

● �研究倫理委員会　委員交代
● �日本私立大学連盟理事会資料（先進的で高度な医療を

支える人材養成の推進の高度医療人材養成拠点形成事
業、私立大学等改革総合支援事業）

● �内部質保証評価会議　報告

第26回　2024年2月26日

● 若手研究者支援対策
● 2023 年度研究年報　目次案
● クラウドファンディング

● 医薬看融合研究プロジェクト助成金　募集要項
● 第 2 回安全保障輸出管理研修会　開催

第27回　2024年3月27日

● 若手研究者支援対策
● 各学部における各方針の進捗状況報告
● �クラウドファンディング（事例及び規程案）及び文部

科学省研究支援サービスパートナーシップ認定制度
● 2023 年度　研究年報　目次（修正案）

● �令和 7 年度私立大学等における補助事業（研究装置・
研究設備）実施計画調査回答

● �Lithium Aluminum Hydride 事故及び国大協「大学の
自律的化学物質管理ガイドライン」

● 研究倫理委員会　委員変更
● �文部科学省「大学研究力強化に向けた多様な取り組み

について」

② 各種委員会開催・教育研修・審査件数等

委員会名 開催日・教育研修・審査件数等

利益相反委員会 ● 通常審査 12 回（課題件数 22 件、審査件数 23 件）
● 迅速審査 27 回（課題件数 129 件、審査件数 271 件）

生物安全管理委員会 ● 開催（メール稟議）2023 年 10 月 17 日～ 10 月 24 日
2024 年 2 月 13 日～ 2 月 19 日
2024 年 3 月 18 日～ 3 月 25 日

● 遺伝子組換え実験及び病原体等取扱い実験　申請書の様式変更
● 教育研修実施報告（医学部、薬学部）
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委員会名 開催日・教育研修・審査件数等

動物実験委員会 ● 開催（メール稟議）2023 年 10 月 17 日～ 10 月 24 日
● 動物実験計画書の様式変更について
● 2022 年度　動物実験計画書　件数の報告
● 2022 年度　動物実験計画における結果報告書　使用数の報告

実験環境安全管理委員会 ● �開催　2023 年 11 月 8 日、2024 年 2 月 21 日 
委員会業務及び各キャンパス巡視等状況報告 
労働安全衛生法改正による「化学物質管理者」の選出

適正使用委員会 ● �R5 活動状況（年 2 回開催） 
①体制整備等自己評価チェックリスト（上期） 
②コンプライアンス教育研修の誓約書・理解度テストの ELNO 対応（上期） 
③啓発活動の一環としてポスター掲示を実施（通期） 
④ R5 年度不正防止計画実施状況報告（通期） 
⑤ R6 年度不正防止計画策定（下期）

● 不正防止計画に係る活動報告の監事報告（年 2 回）
● 法人運営会議報告の実施（年 1 回）
● �R5研修実施状況：コンプライアンス教育研修及び研究倫理教育研修の実施（年1回）

ELNO による e-learning 実施

研究活動不正対策委員会 ● �開催　2024 年 2 月 27 日 
文科省告発案件報告、研究実施届提出率報告 
研究活動における不正行為への対応等に関するガイドラインに基づく取組状況に
係るチェックリスト（令和 5 年度版）

知的財産管理委員会 ● 開催　対面開催：�2023 年 7 月 19 日、2023 年 9 月 21 日、2023 年 11 月 27 日、
2024 年 1 月 18 日、2024 年 3 月 26 日

● 職務発明審議（14 件）
● PCT 出願審議（4 件）
● その他審議（迅速審査、出願請求）

研究倫理委員会 ● �研究倫理委員会 6 回（2023 年 6 月 14 日、2023 年 8 月 9 日、10 月 11 日、 
2023 年 10 月 11 日、2023 年 12 月 13 日、2024 年 2 月 14 日）

　⇒審査数／計 6 課題
● �医学研究専門部会（通常審査）6 回（2023 年 5 月 8 日、　2023 年 7 月 12 日、 

2023 年 9 月 13 日、2023 年 11 月 8 日、2024 年 1 月 9 日、2024 年 3 月 13 日）
　⇒審査数／計 29 課題　
● 医学研究専門部会（迅速審査）
　⇒審査数（95 回）／計 95 課題
● �看護学研究専門部会（通常審査）6 回（ 2023 年 5 月 12 日、　2023 年 7 月 7 日、

2023 年 9 月 1 日、2023 年 11 月 10 日、2024 年 1 月 12 日、2024 年 3 月 8 日）
　⇒課題／計 25 課題 
● 看護学研究専門部会（迅速審査）
　⇒審査数（4 回）／計 4 課題
● 薬学研究専門部会 12 回（迅速審査）
　⇒課題／計 12 課題
● 臨床研究教育研修会（年 1 回）　
　⇒ 11 月 13 日動画配信・小テスト提出にて実施（2024 年 3 月 31 日まで有効）

臨床研究審査委員会 臨床研究審査委員会開催 12 回（2023 年 4 月 18 日、2023 年 5 月 16 日、2023 年 6 月
20 日、2023 年 7 月 18 日、2023 年 8 月 15 日、2023 年 9 月 19 日、2023 年 10 月 17 日、
2023 年 11 月 21 日、2023 年 12 月 19 日、2024 年 1 月 16 日、2024 年 2 月 20 日、
2024 年 3 月 19 日）
⇒�審査課題／新規 5 課題（継続含む）、変更 9 課題、軽微変更 2 課題、定期報告 10

課題、終了 2 課題、重大な不適合報告 0 課題（学外からの申請課題含む）
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光皮膚科学

OMPU’S TRANSLATIONAL RESEARCH

研究最前線

遺伝性の難病に苦しむ人を救いたい 
強い思いに駆られて、

治療法開発に挑み続ける
いつからか、テレビの天気予報で紫外線情報が提供されるようになった。かつて日焼けには「健康的」などのイメージがあったのに対して、今では紫外
線による皮膚へのダメージが健康リスクとして認識されている。紫外線を浴びると皮膚がんを発症するおそれがあり、難病指定されている「色素性乾皮
症」では激しい光線過敏症状が生じて、容易に発症する人もいる。大学院時代にこの難病と出会った皮膚科学教室の森脇真一教授は、患者本人に加えて
その家族の Q.O.L も低下させている実態を目の当たりにし、何とかして治療法を見つけたいと思った。色素性乾皮症の診療ガイドライン作成にも携わ
った森脇教授は、患者さんを救いたい一心で、今も治療法開発のための研究に取り組み続けている。

INTRODUCTION

子どもを苦しめる遺伝性の難病 
「色素性乾皮症」

　紫外線を浴びると、皮膚にはさまざまな変化が起こる。いわ
ゆる日焼けに始まり、光老化の一種としてシワやシミなどがで
きたり、さらには皮膚がんを起こすリスクもある。また健常人
なら変化を起こさない程度の紫外線にさらされただけでも、異
常な反応を引き起こす遺伝性の難病もあり、その 1 つが色素
性乾皮症である。

「大学院に進んで皮膚科の配属となり、この病気と出会いました。
それから 37 年、ずっと光皮膚科学に取り組んできたのは、難
病に苦しむ子どもたちをなんとかして救いたいと思うからです」

　色素性乾皮症は、遺伝性の光線過敏症である。健常な人なら、
紫外線により皮膚の細胞に何らかの DNA 損傷を起こしても元
通りに修復される。ところが色素性乾皮症の患者は、損傷修復
機能が先天的に欠けているため、紫外線を浴びるだけでさまざ
まな症状を引き起こしてしまう。
　異常なサンバーン反応を起こすケースがあり、光老化から皮
膚がんを若年で多発する傾向もみられる。さらに原因不明の中
枢・末梢神経症状が進行して30歳までに死亡するケースも多い。
色素性乾皮症は小児慢性特定疾病であり、指定難病でもある。
日本では 2 万 2000 人に 1 人の割合でみられる。

「大学院時代に色素性乾皮症に加えて、これも遺伝性の皮膚疾
患であるコケイン症候群の患者さんとも出会いました。いずれ
も遺伝性の疾患であるため、診断そのものが簡単にはつきません。
そのためまず診断法を学んだ後、診断を続けるうちに患者であ
る子どもや、そのご家族の方とも話をするようになりました。
やがて家族会の皆さんとお付き合いするなかで、自分の力でこ
の病気を治したいと考えるようになったのです」

　色素性乾皮症の発生機序の大枠が解明されたのは 1968 年、
それ以降、症状発症につながる原因遺伝子が探索されてきた。
森脇教授が大学院に在学中に 2 つ、アメリカ留学中に 4 つが見
つかり、今では合計 8 つの遺伝子の関わりが明らかにされている。

紫外線は皮膚に 
どのような影響を与えるのか

　紫外線によって DNA が損傷しても、通常なら損傷を除去し
た後に修復合成が行われる。一連のプロセスはヌクレオチド除
去修復（ nucleotide excision repair：NER ）と呼ばれ、NER
に異常があると、色素性乾皮症やコケイン症候群などの遺伝性
疾患を発症する。
　光皮膚科学においては、紫外線によって皮膚にもたらされる
影響も明らかになっている。紫外線は波長の長いものから
UVA、UVB、UVC の 3 つに分類される。

EPISODE

016

04.�研究 Topics

18

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

2
0
2
3
年
度　
事
業
報
告

Ⅳ



「急激な日焼けやシミなどを表皮で引き起こすのはUVB、真皮
にまで到達して光老化や皮膚がんなどにつながるのはUVAです。
UVCはオゾン層によって吸収されるので、基本的に地表に降り
注ぐことはありません。ヒトは一生に浴びる紫外線量の 50％以
上を 18 歳までに浴びるといわれています。小児は紫外線によ
る皮膚のダメージが蓄積しやすいため、小児期の紫外線対策は
とても重要です」

　紫外線を急激に大量に浴びると、まずサンバーンと呼ばれる
皮膚が赤くなる日焼けを起こし、その後に色素沈着により色が
黒くなるサンタンと呼ばれる状態へ移行する。紫外線による慢
性皮膚障害としては光老化があり、シミやシワができたりする。
高齢者になると同じ人物でも、顔の皮膚など長年にわたって光
を受け続けて光老化を起こしている部分と、光の当たらない胸
などでは皮膚組織に大きな違いが生じている。この光老化がや
がては皮膚がんの発症につながる。

83歳皮膚（同一症例）の組織像

「紫外線の影響は、肌のタイプによっても変わってきます。日
本人の肌タイプはⅠ型、Ⅱ型、Ⅲ型の 3つに分けられます。Ⅰ
型はすぐに赤くなりやすいけれども、あまり色がつかないタイ
プで、日本人の約 18％が相当します。Ⅱ型は 70％と最も多い
タイプで赤くなって色がつきます。Ⅲ型は赤くなりにくいけれ
ども、すぐに黒くなる。サンバーン・光老化・光発がんのリス
クはⅠ型がもっと大きく、Ⅲ型が最も少ないのです」

　これら紫外線による被害を防ぐためには、適切な日焼け対策
が必要となる。紫外線の強いときには外出を控えて、長袖シャ
ツや帽子で日差しを遮るだけでなく、日焼け止めクリームなど
で肌を守るのが望ましい。

「健常な方でも日焼けは防ぐべきです。色素性乾皮症やコケイ
ン症候群の子どもたちの場合は、一年中、帽子、長袖長ズボン、
日焼け止めとUVカットレンズメガネなどが欠かせません。そ
れでも親子で頑張っている姿を見ると、早く治す方法を見つけ
なければと思う気持ちが込み上げてくるのです。よく患者さん
の保護者からは、先生の診断が間違っていたらいいのに、とい
われます。けれども診断がつくと私は必ず、はっきりと結果を
家族に告げます。大切なのはまず気持ちをしっかりと切り替えて、
それから先の人生に向き合っていただくことですから」

光にはエイジングケアの可能性も

　紫外線は皮膚にダメージをもたらす。だからといって、可能
なら完全に避けてしまえば良いのかといえば、そうもいえない。
なぜなら、紫外線（UVB）はビタミン D の合成に必要だからだ。
ビタミン D には、骨代謝維持や発がん抑制などの重要な機能
がある。食品やサプリメントからでもビタミン D は摂取でき
るが、紫外線を浴びてビタミン D を体内で作り出すことも重
要である。

「ただし紫外線を浴びるといっても、真夏にたとえば上半身裸で、
がんがん日焼けするといったレベルではありません。仮に真夏
の晴れた日の昼ごろに皮膚の 25％程度、つまり両腕と顔ぐらい
を日に当てるのなら、3分ほど光を浴びれば、必要なビタミン
D合成には十分です。だから、放っておくと屋外で遊んでどん
どん光を浴びがちな子どもに対しては、紫外線の強い時期に光
をしっかり遮る指導が必要です」

PROFILE

森脇　真一 教授
大阪医科薬科大学 皮膚科学教室
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　子どもが紫外線を浴びると、ドライスキンとなりやすい。ド
ライスキンになると、紫外線感受性が高まりダメージを受けや
すくなる。そのため外出時には十分な遮光対策を行い、外出か
ら帰宅した際には保湿などのスキンケアが必要となる。
　一方で光はビタミン D 合成のほかにも、人体に良い影響を
及ぼすことがわかっている。森脇教授らが明らかにしたのは、
可視光が人に与える好影響である。可視光である LED はその
波長（色）により抗菌作用、抗酸化作用、リンパの流れの改善、
コラーゲン産生促進などの効果があると考えられている。これ
を確認するため、教授らは培養線維芽細胞を活用した実験検討
を行ってきた。

「研究によりLEDには皮膚細胞を活性化し、コラーゲンやヒア
ルロン酸の産生を増やし、一方ではメラニン色素の産生を減ら
すことで、シワ、乾燥肌、シミなどの改善効果を期待できます。
LEDの効用に関しては医学的なエビデンスが蓄積してきており、
新たなエイジングケアとしての発展が期待されています」

　森脇教授のアドバイスにより開発された LED 美顔器は既に
市販されていて、利用者の多くから効果があるとの評価が得せ
られている。

臨床医であり、研究者でもあり続ける

　森脇教授は、最先端の研究を続けながらも、常に医師として
患者さんと向き合い続けてきた。その理由は、そもそも色素性
乾皮症やコケイン症候群などの遺伝性難病を、的確に診断でき
る医師そのものが日本では不足しているからだ。

「父からはよく、臨床医になるとしても研究は大事だといわれ
ました。さらに恩師たちからは、臨床医学はサイエンスだと教
わり、いつしか私自身も、医師は医学者であれとの信念を抱く
ようになったのです」

　難病に苦しむ患者さんを救いたい、その思いに突き動かされ
た森脇教授は、色素性乾皮症診療ガイドライン改定委員会のメ
ンバーとして、ガイドライン作成にも携わってきた。また「皮
膚の遺伝関連性希少難治性疾患群の網羅的研究」もずっと続け
ている。この病気を一人でも多くの人に知ってもらうため、色
素性乾皮症に苦しむ患者を主人公とする映画・TV ドラマ『タ
イヨウのうた』の監修も務めた。

「もちろん、治療法の研究はずっと続けています。簡単に治療
法が見つかるわけではありませんが、遺伝性疾患であり、関連
する遺伝子は明らかになっています。だから、何らかの物質を
使って遺伝子に作用できれば治療の可能性はあると考えていま
す。もちろん、そんな物質が容易に見つかるわけもなく、だか
ら私は 30 年以上も取り組んでいるのです。けれども、なんと
かして治療法を見つけて、この病気に苦しむ患者さんを救いたい。
その一念で毎日患者さんと向き合い、研究にも取り組み続けて
います。医師であり研究者でもある私のスタンスは、これから
も変わることはありません」

各色LED照射の生物作用表
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かぜ薬や胃薬などの医薬品から、さまざまなサプリメントや健康食品まで、普段なにげなく口に入れているものは、どれぐらい体に吸収されているのか。
実際には医薬品の吸収率は 50％にも満たないものも多く、残りは体外に排出されているという。その理由は、有効成分の多くが水に溶けにくいためだ。
では、どうすればよく溶けて、体に吸収されやすくなるのか。製剤設計学研究室の戸塚裕一教授は、有効成分の吸収率を高める設計に取り組んでいる。
その成果を機能性食品に応用すれば、高齢化が進む日本にとって重要な予防医療にも役立つ。さらに戸塚教授は、吸入薬の効果を高めるため、数値シミ
ュレーションを駆使して、気道内での粒子の挙動予測にも取り組んでいる。

INTRODUCTION

飲んだ薬の何パーセントが 
使われているのか

　薬を飲むと、確かに何らかの効果がある。では、口から取り
込まれた薬は、どのようにして効果を発揮しているのだろうか。
飲んだ薬は胃腸で溶かされた後に小腸で吸収され、目的とする
部位にまで届けられて効果を発揮する。腸壁から吸収されるた
めには、薬効成分が分子レベルで溶けている必要がある。

「しかも溶けていても、飲んだ薬がすべて吸収されるわけでは
ありません。たとえば鎮痛薬としてよく使われるインドメタシ
ンを例に試験菅内でイメージしてみます。その溶解度、つまり
水に溶ける量は、体温の 37℃ぐらいなら水 1mL に対してわず
かに 5µg（マイクログラム＝ 1／ 1,000,000g）に過ぎません。
仮にインドメタシンの錠剤が 1粒 25mg だとすれば、これを全
部溶かすためには水を 5L 飲む必要があります。コップ 1 杯つ
まり 200mL ぐらいの水と一緒に飲んだぐらいでは、まったく
溶けていません。逆にいえばコップ1杯の水で溶けるぐらいの量、
つまり計算上は 1mg 程度の吸収量で、痛み止めの効果を発揮
できるようにつくられているのです。」

　実際インドメタシンに限らず多くの薬は、その大部分が体外
に排出される前提でつくられている。だとすれば、より溶けや
すくすれば、飲む薬の量を減らせるようになる。戸塚教授が研

究としている製剤設計のテーマの 1 つは溶けやすさの追究で
ある。すなわち薬効成分の分子をより溶けやすくして、より多
く体内に取り込む。そのためにはどうすればよいか。

薬効成分のまわりを添加剤で包み込む

　ウコンと呼ばれる生薬がある。カレーの香辛料としても使わ
れ、その有効成分のクルクミンには、肝機能強化や抗炎症など
の作用があるとされる。ただしクルクミンも水に溶けにくく、
溶解度は 0.3µg ／ mL（37℃）に過ぎない。だから 30mg のク
ルクミンを全部溶かすためには 100L もの水が必要になる。

「疎水性のクルクミンを水に溶かすためには、どうすればよいか。
思いついたアイデアが、界面活性剤の分子の集合体であるミセ
ルの応用です。洗剤で水中の油よごれを落とすときには、界面
活性剤がよごれを包み込んで水に溶かします。具体的には、界
面活性剤の親油基が油よごれにくっついて、親水基を水に向け
るようにしてよごれを包み込む。だから包み込まれたよごれが、
あたかも水に溶けたような状態で運ばれていく。このメカニズ
ムをクルクミンにも応用するのです。もっとも洗剤として使わ
れる界面活性剤は、人に対して毒性を持つため使えません。だ
から研究テーマは、他の成分を使った界面活性剤と同じ構造の
実現となります」

薬効成分の吸収率を高めるため 
薬はどう設計すべきか

製剤設計学
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出典：
野田 新三

『自由研究 中学生の
理科 Newベーシック』
永岡書店,
2016年 / ReseMom

　戸塚教授らのグループは、界面活性剤のようにクルクミンを
包み込む添加剤を探索していった。ただし、人体に無害である
の が 絶 対 条 件 と な る。そ の 結 果、酵 素 処 理 ヘ ス ぺ リ ジ ン

（Hesperidin-G）、酵素処理ルチン（Rutin-G）、酵素処理ナリ
ンジン（ Naringin-G ）、酵素処理ステビア（ Stevia-G ）など
の機能性添加剤が見つかった。

「ヘスぺリジンはみかんの皮（柑橘類）、ルチンはそばの実、ナ
リンジンはグレープフルーツ、ステビアは甘味料としても使わ
れる植物、いずれもその抽出成分を加工して使います。これら
でクルクミンを包み込んだ結果、水に溶けたような構造体を作
り出せました。その結果、人体への吸収性も高められています」

グリコシル化化合物の化学構造

　抽出成分の加工に際しては、ナノレベルでの構造設計が施さ
れていて、その成果は特許も取得済みだ。一連の研究の応用と
して、教授たちが今取り組んでいるのが漢方薬で使われる甘草
の活用である。漢方薬も水に溶けにくい生薬の塊だが、甘草を
混ぜると溶けやすくなる。そこで甘草が働くメカニズムを分子
レベルで解明し、新たな添加剤としての活用を考えている。

吸い込んだ薬は、 
肺の中でどうなるのか

　戸塚教授らが取り組んでいる、もう一つのテーマが吸入薬で
ある。息を吸い込んで体内に取り込む薬は、肺の中でどれぐら
い奥深くまで到達しているのか。この課題を解明するためには、
まず肺の構造を理解する必要がある。肺は咽頭、気管、気管支
から肺胞へと、先へ行くに連れてサイズが小さくなっていく。
咽頭では 4.7 ～ 7.0µm、気管は 3.3 ～ 4.7µm、気管支は 1.1 ～
3.3µm、さらに肺胞となると 1.1µm 以下となる。当然、入っ
ていく粒子径すなわち粒子のサイズにより、どこまで入ってい
けるかが決まる。

「たとえばスギ花粉は 30.0µm ですから、まったく入らない。
一方で、よく大気汚染で問題となる PM2.5 は、まさに 2.5µm
以下ですから気管支にまで届いて作用する。だから PM2.5 が
飛ぶと、アレルギーや喘息に苦しむ人が出てくるのです」

呼吸器まで到達する粒子のサイズ

　吸入薬である医薬品は、有機化合物であり微細な粒子とはな
りにくい。そのため普通に吸い込むだけでは気管支に届かせる
ことさえ難しい。実際にどれぐらいの量が、どの部分にまで入
っていった結果、吸入薬としての効果をもたらしているのか。
効果を測るためには、到達度を知りたいところだが、もとより
人体実験による確認などは不可能である。

PROFILE

戸塚　裕一 教授
大阪医科薬科大学 製剤設計学研究室
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「そこで実験はできなくても、シミュレーションならできるの
ではないかと考えました。具体的には患者さんの肺の 3 次元
CT 画像を使って、気管支のモデルをコンピュータ上に作成し
ます。このモデルを使って肺の中での空気の流れと薬の粒子の
挙動をコンピュータ解析するのです。これにより粒子の大きさ
や吸い込む速さを変えたときの、肺の中での動きをシミュレー
ションできるようになります」

患者の CT 画像作成から肺内での空気の流れ及び粒子挙動解析の手順
(〈左図〉平均粒子径 :1.6µm 〈右図〉平均粒子径 : 6.2µm)

　生命科学の実験は、まず in vitro（イン・ビトロ）と呼ばれ
る試験管内での実験に始まり、続いて in vivo（イン・ビボ）
と呼ばれる生体内での実験へと進むのが、これまでのパターン
だった。そこにコンピュータサイエンスの進化によって、in 
silico（イン・シリコ：シリコン＝半導体材料）すなわちコン
ピュータ内での仮想実験も使われるようになっている。戸塚教
授らの研究は、まさに最先端の in silico の典型的な例である。

「これは、最先端領域の研究であり、それ故に実用化までには、まだ
いくつも解決すべき課題があります。そもそもシミュレーションの
精度を高めるためには、よりコンピュータパワーが必要であるなど
資金面も含めてさまざまなハードルを乗り越えなければなりません。
もっとも吸入薬の研究には、すでに 100 年以上の歴史があります。
つまり、それだけの時間をかけても、人間の肺の中を探るのは難し
いのです」

研究成果を機能性食品に応用し、 
超高齢社会への貢献をめざす

　薬効成分の吸収率を高める例として、戸塚教授はよく釣りの
たとえ話を使う。

「胃腸を川と考えて、そこで釣りをするとします。魚をたくさ
ん釣る、つまり薬をより多く吸収させるためには、どうすれば
よいでしょうか。まずは魚がたくさんいるのが大前提です。こ
れは薬がたくさん溶けている状態に相当します。その上で、釣

る人の腕がよくないと、いくら魚がたくさんいても釣れません。
この釣り人の腕に相当するのが、薬の吸収されやすさです」

　薬でも機能性食品にしても、まずは体の中でたくさん溶けて
いる状態にするのが前提条件となる。そのうえで、溶けたもの
を吸収されやすくするのが製剤設計の課題となる。戸塚教授が
今、力を入れているのが機能性食品の分野であり、その背景に
は世界に先駆けて高齢社会に突入した日本に対する危機感がある。

「高齢化が進み、健康を保てない人が増えれば医療費が膨れ上
がります。そんな状態を防ぐためには、セルフメディケーション、
つまり普段から自分の健康はできるだけ自分で維持するよう心
がけなければなりません。そこで役に立つのが機能性食品、具
体的には健康食品やサプリメントなどです。ただ、これらも水
に溶けにくいものが多く、特に高齢の方が手軽に口にするのは
難しい。これを溶けやすい状態にした上で、たとえばゼリー状
などにできれば、おやつ感覚で手軽に食べられます。基礎研究
はかなりのレベルにまで到達しているので、今後は産学連携な
どの取り組みも進めて、一般の方に提供していきたいと考えて
います」
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外科手術が不要、施術自体は短時間で終了し副作用も少ない。BNCT（Boron Neutron Capture Therapy：ホウ素中性子捕捉療法）は、革新的ながん治
療として期待されている。2020 年 6 月からは、切除不能な局所進行又は局所再発の頭頸部がんを対象とする BNCT の保険診療が開始された。その基礎
となっているのは、1980 年代から続く、関西圏の研究者たちによって取り組まれてきた学際的な研究の積み重ねだ。一連の研究成果をより多くのがん
患者たちに還元するため 2018 年 3 月、本学に「関西 BNCT 共同医療センター」が竣工した。これまで 30 年以上に渡り BNCT の研究と普及に取り組み
続けてきた小野公二・BNCT 共同臨床研究所 所長と、2020 年に就任した二瓶圭二・関西 BNCT 共同医療センター センター長に、BNCT の今後の展望
について伺った。

INTRODUCTION

放射線治療とは似て非なる BNCT

—小野先生は、かなり早い時期から BNCT に関わってこら
れたと伺いました。

小野先生：もともと私は、京都大学医学
部で研修医を終えて現在で言えば専攻医
になった 1976 年から、がんの放射線治
療に携わってきました。その後 1991 年に、
京都大学原子炉実験所・附属原子炉医療
基礎研究施設の教授に就任し、BNCT と
本格的に関わり始めたのです。

　放射線治療と BNCT は、似ているようで大きく違います。
BNCT では打ち込んだ中性子線が、X 線のように直接がん細胞
に作用するわけではありません。あらかじめがん細胞に取り込
まれていたホウ素薬剤に中性子線が当たると、ホウ素原子と中
性子との核反応によってα粒子やリチウム -7 原子核が生成さ
れます。これらの粒子ががん細胞を死滅させるのです。たとえ
るなら活性のない抗がん剤を体内に入れ、それを活性化させる
のに中性子線を用いる。そんな治療法といえばわかりやすいで
しょうか。

—二瓶先生も、センター長に就任してから BNCT と関わる
ようになられたのですか。

二瓶先生：そうです。私も 1994 年に京
都大学病院の放射線腫瘍科に入局して以
来、ずっと放射線治療に関わってきまし
た。それだけに BNCT には当初、戸惑い
を感じました。なぜなら中性子線を外か
ら当てる方式自体は X 線治療と同じです
が、細胞レベルで起こっている現象はま
ったく異なりますから。

— BNCT については、1990 年代の半ば以降にエネルギー
の高い熱外中性子が利用できるようになり、臨床研究が加速
したそうですね。

小野先生：低エネルギーの中性子線では脳内の患部には充分に
届かないため、以前は中性子線を放射する前に外科手術によっ
て骨を外す必要がありました。ところが高エネルギーの熱外中
性子線を使うようになり、脳腫瘍の治療時にも外科手術が不要

世界をリードする、新しいがん治療の拠点 
「関西 BNCT 共同医療センター」  

その理念と未来への展望

がん治療イノベーション
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となったのです。また放射線治療ではがん細胞だけでなく、放
射線が照射された部位の周辺にある正常細胞もダメージを受け
ます。けれども BNCT ならホウ素薬剤が、選択的にがん細胞
に集まるため、健常な組織には副作用をもたらしません。研究
を進める中で 2001 年 12 月に、世界初となる頭頸部がんに対
する BNCT を行いました。その成果を 2002 年にヨーロッパの
学会で発表すると、世界中の研究者が注目するようになったの
です。まさに「歴史が動いた瞬間」でした。実際にこれ以降、
BNCT の症例数が急速に増え始めたのです。

最先端医療ならではの課題と、 
その先に見えている飛躍

—頭頸部がんにも有効となると症例数が増えそうです。

小野先生：BNCT の優れた効果はほかにも、X 線治療歴のある
脳腫瘍の再発症例や、悪性髄膜腫の再発症例などにおいても確
認されています。私がまだ京都大学に在籍していた頃から、当
時の大阪医科大学脳神経外科学教室の先生方と数多くの共同研
究を行ってきました。こうした経緯もあり本学が「関西 BNCT
共同医療センター」を立ち上げる運びとなったのです。

—二瓶先生が BNCT に感じた戸惑いについて、もう少し詳
しくお話ください。

二瓶先生：X 線治療では、患者さんの CT 画像上のどの部分に
どれだけの X 線が当たったのかを正確に推定できます。とこ
ろが BNCT の場合、中性子線を当てた効果は、細胞レベルで

評価しなければなりません。仮に隣り合った 2 つのがん細胞に、
同じように中性子線が当たったとしても、それらの細胞内に取
り込まれているホウ素薬剤の濃度によって反応が変わってきま
す。もちろん、だからといって BNCT に効果がないという話で
はなく、より正確に把握するための方法を模索しているのです。

小野先生：基本的には中性子線をたくさん当てるほうが CR
（ complete response ）、すなわちがんの兆候がすべてなくな
る完全奏効の率は高まります。けれども再発した切除不能な局
所進行又は局所再発の頭頸部がんの患者さんでも、同じように
中性子線を当てても、完全に治った症例とそこまで到達しなか
った症例に分かれる。このあたりを明確にしたい。それができ
たら私は、ようやく研究から引退できるかなと思っています。

左

二瓶　圭二 センター長教授

大阪医科薬科大学 関西BNCT共同医療センター
放射線腫瘍学教室

右
小野　公二 所長

大阪医科薬科大学 BNCT共同臨床研究所

PROFILE

BNCTにおける治療の流れ
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—とはいえ一定の治療効果は証明されています。

二瓶先生：もちろんです。だから保険診療となっているわけで、
実際に治療の件数も右肩上がりで増えています。ただ X 線治
療の場合は、放射した線量と効果の関係が非常にクリアで、そ
れこそ数式化して表せるほどです。BNCT でも、放射した中性
子線量と効果の関係を何とか明らかにしたいと考えています。

広がりつつある臨床適応症例の可能性

— BNCTの対象となるがんの種類は、増えているのでしょ
うか。

二瓶先生：その臨床適応の拡大も、今まさに課題として捉えて
います。今年の 1 月に学内で BNCT 研究会を開催しました。
そこで発表されたのが、脊髄腫瘍への臨床適応です。脊髄は脳
から連続する中枢神経で、背骨の中の脊柱管と呼ばれる空間内
にあります。背中の表面近くにあるので、中性子線が患部に届
きやすく、治療を施す際の体位も患者さんに無理してもらう必
要がありません。脊髄腫瘍の標準治療は今のところ外科手術と
X 線治療ですが、X 線治療を BNCT に置き換えられるのではな
いかと考えています。

—現状の装置では、適切な部位に中性子線を当てるための患
者さんの体位も制約条件となりますね。

小野先生：治療室の一方の壁からしか中性子線を出せないし、
中性子線は遠くまで届きませんから、体位には制約があります。
回転ガントリーを使う X 線治療なら、360 度どの角度からで
も患者さんに当てられます。けれども中性子線を発生させる
ためには巨大な装置が必要なので、回転させるのは難しい。
回せなくても 2 方向から出すなどの工夫が考えられています。
ほかにもフラックスと呼ばれる、単位時間に単位面積を通過す
る中性子数を増やして照射時間を短くする工夫や、できるだけ
体内の深くまで中性子線を入れる研究などが、産学連携で進め
られています。

—中性子線を放射する装置が改良されれば、保険適用できる
がんがさらに増えそうです。

二瓶先生：現時点では細かいところまで詰めきれていませんが、
四肢にできる肉腫も対象になると思います。肉腫は X 線治療
に対して抵抗性の腫瘍なので、BNCT を用いれば治療効果を高
められると考えています。肉腫なら現状の装置で中性子線を当
てやすい点もメリットです。

ブレイクスルーをめざして、 
研究をさらなる高みへ

— BNCTに取り組む医師は増えているのでしょうか。

小野先生：研修医や専攻医等の若い人たちの中から興味を持つ
人が、少しずつ増えていますよね。

二瓶先生：そうですね。まずがん治療をやりたいと考え、そこ
から放射線治療に興味を持ち、その延長線上で BNCT を学び
たいと思う。そんな流れで、放射線腫瘍科に勉強しに来てくれ
る若い医師が増えつつあります。

小野先生：京都大学では BNCT の基礎に関する講義は、私が
医学部生だった頃からありました。放射線基礎医学の講義に組
み込まれていて、今でも教科書に載っています。私が実際に治
療に関わり始めたのはたしか 1987 年、大阪府熊取町の附属原
子炉医療基礎研究施設に教授として着任する 4 年前でしたから、
思えばもうずいぶん長く関わっています。

— BNCTに関わる人材育成も、今後の重要課題ですね。

二瓶先生：そのとおりです。私は放射線腫瘍学教室の教授と、
関西 BNCT 共同医療センターのセンター長を兼任しています
から、BNCT はもちろん X 線治療も発展させなければなりま
せん。ただ BNCT に取り組むとしても、X 線治療の素養が不
可欠だと思います。

— BNCT研究会では、薬学部や看護師からの研究発表もあ
りました。本学ならではの学部間連携も期待できそうです。

二瓶先生：BNCT ではホウ素製剤も欠かせない要素です。薬学
部では新たなホウ素化合物やドラッグデリバリーシステムの開
発が進められています。先日の研究会でも、薬学部から 2 人
の研究者が発表していました。同じく研究会で発表のあった

「BNCT における看護の実践報告」では「患者の代弁者になる
のが看護師の役割」とのひと言が、強く印象に残りました。当
たり前の話ですが、関西 BNCT 共同医療センターは医学・薬学・
看護学の三位一体の体制だからこそ成り立っているのだと改め
て感じました。
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—今後、BNCTで何らかのブレイクスルーが起こるとすれば、
それは何でしょうか。

小野先生：第一は中性子線の照射技術でしょう。単位時間に照
射できる中性子線の量を増やせるようになれば、一度の治療で
体位を変えて別の方向から照射できる。その意味では中性子線
照射装置の進歩には大いに期待しています。もう一点は、他科
との連携です。BNCT だけで CR まで持っていけなくても、腫
瘍が小さくなれば外科手術で切除できる可能性が出てくる。X
線治療と違って、BNCT なら正常組織の損傷が少ないから、治
療後の薬の効き方も良くなると思います。

二瓶先生：現状で BNCT の対象となるのは再発した切除不能
な頭頸部がんだけですが、初発症例にも対応できるようになれ
ば、外科手術との併用に加えて抗がん剤との併用も考えられま
す。もちろん標準治療がすでにある症例を変えるのは、かなり
ハードルが高いですが、逆にいえば BNCT にはそれぐらいの
可能性が秘められていると思います。

大阪医科薬科大学のBNCTの将来ビジョン
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「教育研究環境整備の方針」 実施状況

1 2 3 4 5

教育と研究の成果を医療の実践に活
かす人材を育成するため、学生が自
主的に学習に取り組み、教員が十分
に教育研究を進められ、安心して過
ごせるキャンパス整備を推進する。

学生の自主的な学習を促進するため、
先進的な医学・薬学・看護学研究を
推進できる環境や設備の充実を図る。

図書施設及び ICT 機器の充実と活
用の促進を図るとともに、ＩＴリテ
ラシーの向上を図り、教育研究活動
を促進する

特色ある研究活動を担保しつつ、学
際的研究の発展と活性化及び社会へ
の実装を図るため、外部資金獲得の
ための支援を強化するため学内助成
金等の制度を充実させ、また、教育
研究活動を促進する支援体制の充実
を図る。

研究倫理を遵守するための支援体制
を充実する。

医
学
部

大学院統合講義にて大学院生に対し
実験環境の安全管理に関する講義を
実施した。また、1月に全教室・実
習室等に対し巡視を実施し、安全管
理状況を確認した。

大学院統合講義にて、データキュレ
ーターが研究データの適正保管につ
いて講義を実施した。生成 AI に関
する研修は、まず研究倫理教育責任
者及び研究活動不正対策委員会委員
長に受講願い、研修内容を次年度で
検討する。

― 3学部にわたる学内助成事業「医薬
看融合研究プロジェクト」を構築し、
募集要項を作成した。次年度より募
集を開始する。

e-Learning 形式にて種々の研究倫理
教育研修を実施した。また、研究倫
理教育責任者及び研究活動不正対策
委員会委員長が研究公正の研修を受
講する予定。

薬
学
部

建物・設備機器の改修及び更新を実
施した。

各共同機器の管理者にアンケートを
とり、不要な機器については、廃棄、
研究室への移管を行った。

2024年度にシステム老朽取替に合わ
せて本部図書館と同一のシステムへ
移行して、全学的な利用が可能なシ
ステム構築を予定し、そのための準
備を行っている。また、各学部の国
家試験勉強で図書館利用が増える期
間を除き、本部図書館と薬学部図書
館の相互利用を実施している。

体制を整備したものの、共同利用の
申請は未だない。また、2023年度、
共同研究プロジェクトの申請件数は
横ばいであった。

研究に関する FD 研修を本部キャン
パスと合同で実施した。

看
護
学
部

・�医療系看護職員総合保障制度の加
入を大学院生（TA）まで拡充した。

・�学部生・大学院生新入生を対象に
入学時に特定類型該当性の確認を
実施した。

・�外部者の構内立入りに関する管理
及び警備体制の強化を図った。

・�2022年度に教員及び大学院生を対
象に研究支援に関するアンケート
調査を実施し、課題を取りまとめ
た。

・�大学院生の研究について関連学会
への発表および論文投稿に関して
担当教員の支援により実施してい
る。また、大学院生の国際学会で
の発表について学生交流会の場で
紹介をした。

研究活動での生成 AI 活用に関する
留意点を周知した。

医学研究支援センター共同研究プロ
ジェクト募集や研究カフェ開催に際
し、教員への周知を図った。研究費
助成への応募はなかったが、研究カ
フェへの参加は少数だがあった。

・�教員及び大学院生、ならびに大学
病院看護職を対象に研究倫理教育
の一環として、研究倫理と研究倫
理審査申請書類作成上のポイント
に つ い て セ ミ ナー を 開 催 し た

（2023.6）。
・�研究倫理研修未受講者に対し受講

を促し、教員及び大学院生とも
100％の受講率を確保している。

・�粗悪学術誌への投稿により生じる
リスクの検討を行い、次年度より
教育要項に留意文を記載すること
とした。

・�二重投稿・不適切なオーサーシッ
プついて周知を行った。

・�学部生向けには、卒業演習要項に
研究倫理に関するチェックリスト
を掲出している。

05. 教学マネジメント　実施状況
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「教育研究環境整備の方針」 実施状況

1 2 3 4 5

教育と研究の成果を医療の実践に活
かす人材を育成するため、学生が自
主的に学習に取り組み、教員が十分
に教育研究を進められ、安心して過
ごせるキャンパス整備を推進する。

学生の自主的な学習を促進するため、
先進的な医学・薬学・看護学研究を
推進できる環境や設備の充実を図る。

図書施設及び ICT 機器の充実と活
用の促進を図るとともに、ＩＴリテ
ラシーの向上を図り、教育研究活動
を促進する

特色ある研究活動を担保しつつ、学
際的研究の発展と活性化及び社会へ
の実装を図るため、外部資金獲得の
ための支援を強化するため学内助成
金等の制度を充実させ、また、教育
研究活動を促進する支援体制の充実
を図る。

研究倫理を遵守するための支援体制
を充実する。

医
学
部

大学院統合講義にて大学院生に対し
実験環境の安全管理に関する講義を
実施した。また、1月に全教室・実
習室等に対し巡視を実施し、安全管
理状況を確認した。

大学院統合講義にて、データキュレ
ーターが研究データの適正保管につ
いて講義を実施した。生成 AI に関
する研修は、まず研究倫理教育責任
者及び研究活動不正対策委員会委員
長に受講願い、研修内容を次年度で
検討する。

― 3学部にわたる学内助成事業「医薬
看融合研究プロジェクト」を構築し、
募集要項を作成した。次年度より募
集を開始する。

e-Learning 形式にて種々の研究倫理
教育研修を実施した。また、研究倫
理教育責任者及び研究活動不正対策
委員会委員長が研究公正の研修を受
講する予定。

薬
学
部

建物・設備機器の改修及び更新を実
施した。

各共同機器の管理者にアンケートを
とり、不要な機器については、廃棄、
研究室への移管を行った。

2024年度にシステム老朽取替に合わ
せて本部図書館と同一のシステムへ
移行して、全学的な利用が可能なシ
ステム構築を予定し、そのための準
備を行っている。また、各学部の国
家試験勉強で図書館利用が増える期
間を除き、本部図書館と薬学部図書
館の相互利用を実施している。

体制を整備したものの、共同利用の
申請は未だない。また、2023年度、
共同研究プロジェクトの申請件数は
横ばいであった。

研究に関する FD 研修を本部キャン
パスと合同で実施した。

看
護
学
部

・�医療系看護職員総合保障制度の加
入を大学院生（TA）まで拡充した。

・�学部生・大学院生新入生を対象に
入学時に特定類型該当性の確認を
実施した。

・�外部者の構内立入りに関する管理
及び警備体制の強化を図った。

・�2022年度に教員及び大学院生を対
象に研究支援に関するアンケート
調査を実施し、課題を取りまとめ
た。

・�大学院生の研究について関連学会
への発表および論文投稿に関して
担当教員の支援により実施してい
る。また、大学院生の国際学会で
の発表について学生交流会の場で
紹介をした。

研究活動での生成 AI 活用に関する
留意点を周知した。

医学研究支援センター共同研究プロ
ジェクト募集や研究カフェ開催に際
し、教員への周知を図った。研究費
助成への応募はなかったが、研究カ
フェへの参加は少数だがあった。

・�教員及び大学院生、ならびに大学
病院看護職を対象に研究倫理教育
の一環として、研究倫理と研究倫
理審査申請書類作成上のポイント
に つ い て セ ミ ナー を 開 催 し た

（2023.6）。
・�研究倫理研修未受講者に対し受講

を促し、教員及び大学院生とも
100％の受講率を確保している。

・�粗悪学術誌への投稿により生じる
リスクの検討を行い、次年度より
教育要項に留意文を記載すること
とした。

・�二重投稿・不適切なオーサーシッ
プついて周知を行った。

・�学部生向けには、卒業演習要項に
研究倫理に関するチェックリスト
を掲出している。
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「社会連携・社会貢献の方針」 実施状況

1 2 3 4 5 6 7 8

人類の健康と福祉の維持
向上に役立ち ､ 柔軟で多
様な知見を持つ最良の教
育者 ､ 研究者あるいは医
療専門職者として活躍す
る人材を育成し、社会に
輩出する。

生涯学習、リカレント教
育及び復職支援等の多様
な学習機会を提供し、地
域社会の発展に貢献する。

本学における研究シーズ
を地域社会及び産業界の
ニーズに結び付け、新た
な研究成果の創出を図り
かつ還元することにより、
社会の発展に貢献する。

安全で質の高い医療を社
会に提供し、地域の医療・
福祉課題の解決に貢献す
る。

海外の研究機関及び医療機
関との連携や人的・医療技
術交流を通じ、グローバル
な視点を持った医療専門職
を養成し、国際社会におけ
る多様な課題の解決に貢献
する。

国連で定められた「持続可
能な開発目標（SDGs）」の
達成に向け、教育・研究・
診療を中心に活動すると共
に、教職員や学生・生徒に
とって日々の活動に密接な
テーマに積極的に取組み、
社会に貢献する。

初等教育機関及び中等教育
機関との連携を推進し、交
流を通じて相互の教育・研
究の一層の充実と教育環境
の充実に貢献する。

本学が推進する社会連携・
社会貢献活動を多様なステ
ークホルダーと共有し、ウ
エブサイトや冊子を通じて
常に情報を公開する。

医
学
部

学内交流の場（研究カフェ、
BNCT 研究会）を設け、こ
れを機に学部間共同研究に
至った。各イベント等に出
展し企業等とのマッチング
を図るも不発であった。

― 産業界から見た視点を強
く意識した研究シーズ・
ニーズ集とするべく抜本
的に構成を見直し発刊し、
今後広く広報に用いる。

臨床研究センター専属教
員が増員され、臨床研究
の支援体制の強化が図ら
れた。また、特定臨床研
究に対する安全性チェッ
ク体制を構築した。

海外学術機関との学術連携
協定を新規締結には至って
いない。国際共同研究は研
究者個人レベルでは行われ
ているものの、海外学術機
関との共著論文は少ない。

今年度発刊した研究シー
ズ・ニーズ集では、各シー
ズ・ニーズに持続可能な開
発目標（SDGs）のテーマ
を示した。

高槻高等学校の生徒が医学
部の実験を体験し、研究発
表会には教員も参加し、活
発なディスカッションが行
われ、研究マインドの醸成
が図られた。

2022年度の研究年報を作
成し、デジタルブックとし
て本学ウェブサイトにて情
報公開を行った。本学中核
研究である BNCT 研究を
本学の研究最前線と位置づ
け大学 HP にて特集し、広
報活動を実施した。

薬
学
部

本部キャンパス・研究推進課と「医薬看融合研究プロジェクト助成金」の募集要項案を作成、2024年度からの実施に向
けて検討を行っている。
医・薬・看3学部の共同研究にまで至る案件は少なかった。
2023年度も「学術交流・研究プロジェクト」を実施し、継続して、2つ以上の異なる研究領域間での研究に対する助成を
募集、採択を行った。申請件数は現状維持であった。

海外学術交流協定校からの
受け入れ留学生の交流を3
学部で行った。
海外学術交流協定校の締結
について、国際交流センタ
ーと連携して協議を進めて
いる。

社会貢献に関する各種活動
状況についてはホームペー
ジで公表している。

― ―

看
護
学
部

・�看護学研究科における
在籍者数は博士前期課
程15名、博士後期課程
14名、収容率116％と
定員を満たしている。
また、2024年3月修了
見込み者数は博士前期
課程7名、博士後期課
程3名であり、いずれ
も修了年限内での修了
である。

・�看護学研究科博士前期
課程高度実践コースで
は、初となるナースプ
ラ ク ティ ショ ナー 1 名
が受験し合格した。専
門看護師は、慢性疾患
看護1名、小児看護2名、
老人看護1名が受験し
いずれも合格した。

・�看護キャリアサポート
センターと協働し、潜
在看護師の復職支援、
ならびに新任訪問看護
師を対象とした研修、
エキスパート HOME ナ
ース人材養成等のリカ
レント教育に企画・運
営に参画している。

・�学内外の看護職を対象
とした人材育成教育セ
ミナー「看護職が働く
環境とメンタルヘルス
～患者・家族からの暴
力・ハラスメント対応～」
を開催した（2024.1.20）。

・�市民を対象に市民看護
講座「生活習慣を振り
返り考えよう！循環器
病の発症・重症化をど
う防ぐ？」を開催した

（2023.12.2）。

（改善計画）
・看護研究会の活性化

（目標）
学内外の教育研究機関、
保健医療福祉の関連機関
と連携し、看護実践の課
題に関する研究の推進お
よび研究成果を発信する。

（改善計画）
・�地域課題及び地域のニ

ーズを把握する。
・�高槻市内の関連機関及

び団体等との連携を図
りながら、カムカムサ
ロンの活性化を図る。
現在、看護学部教員の
みで企画運営をしてい
るが、継続性を考慮し
他学部とも協働してい
く策を検討する。

（目標）
研究成果を活用し、地域
住民の健康ニーズ解決に
向けた活動を実施する。

（改善計画）
・短期留学を促進する。

（目標）
海外の研究機関との学術交
流を推進する。

（改善計画）
・�個々の活動を可視化し、

社会に発信していく。
（目標）
持続可能な開発目標（SDGs）
に資する活動を含む、本学
部における社会連携・社会
貢献に関する情報発信を強
化する。

― （改善計画）
・�外部者がアクセスしやす

いウエブサイトの提案が
必要である。

（目標）
看護学実践研究センターの
ウエブサイトの充実と、活
動状況に関する情報をタイ
ムリーに公開する。
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「社会連携・社会貢献の方針」 実施状況

1 2 3 4 5 6 7 8

人類の健康と福祉の維持
向上に役立ち ､ 柔軟で多
様な知見を持つ最良の教
育者 ､ 研究者あるいは医
療専門職者として活躍す
る人材を育成し、社会に
輩出する。

生涯学習、リカレント教
育及び復職支援等の多様
な学習機会を提供し、地
域社会の発展に貢献する。

本学における研究シーズ
を地域社会及び産業界の
ニーズに結び付け、新た
な研究成果の創出を図り
かつ還元することにより、
社会の発展に貢献する。

安全で質の高い医療を社
会に提供し、地域の医療・
福祉課題の解決に貢献す
る。

海外の研究機関及び医療機
関との連携や人的・医療技
術交流を通じ、グローバル
な視点を持った医療専門職
を養成し、国際社会におけ
る多様な課題の解決に貢献
する。

国連で定められた「持続可
能な開発目標（SDGs）」の
達成に向け、教育・研究・
診療を中心に活動すると共
に、教職員や学生・生徒に
とって日々の活動に密接な
テーマに積極的に取組み、
社会に貢献する。

初等教育機関及び中等教育
機関との連携を推進し、交
流を通じて相互の教育・研
究の一層の充実と教育環境
の充実に貢献する。

本学が推進する社会連携・
社会貢献活動を多様なステ
ークホルダーと共有し、ウ
エブサイトや冊子を通じて
常に情報を公開する。

医
学
部

学内交流の場（研究カフェ、
BNCT 研究会）を設け、こ
れを機に学部間共同研究に
至った。各イベント等に出
展し企業等とのマッチング
を図るも不発であった。

― 産業界から見た視点を強
く意識した研究シーズ・
ニーズ集とするべく抜本
的に構成を見直し発刊し、
今後広く広報に用いる。

臨床研究センター専属教
員が増員され、臨床研究
の支援体制の強化が図ら
れた。また、特定臨床研
究に対する安全性チェッ
ク体制を構築した。

海外学術機関との学術連携
協定を新規締結には至って
いない。国際共同研究は研
究者個人レベルでは行われ
ているものの、海外学術機
関との共著論文は少ない。

今年度発刊した研究シー
ズ・ニーズ集では、各シー
ズ・ニーズに持続可能な開
発目標（SDGs）のテーマ
を示した。

高槻高等学校の生徒が医学
部の実験を体験し、研究発
表会には教員も参加し、活
発なディスカッションが行
われ、研究マインドの醸成
が図られた。

2022年度の研究年報を作
成し、デジタルブックとし
て本学ウェブサイトにて情
報公開を行った。本学中核
研究である BNCT 研究を
本学の研究最前線と位置づ
け大学 HP にて特集し、広
報活動を実施した。

薬
学
部

本部キャンパス・研究推進課と「医薬看融合研究プロジェクト助成金」の募集要項案を作成、2024年度からの実施に向
けて検討を行っている。
医・薬・看3学部の共同研究にまで至る案件は少なかった。
2023年度も「学術交流・研究プロジェクト」を実施し、継続して、2つ以上の異なる研究領域間での研究に対する助成を
募集、採択を行った。申請件数は現状維持であった。

海外学術交流協定校からの
受け入れ留学生の交流を3
学部で行った。
海外学術交流協定校の締結
について、国際交流センタ
ーと連携して協議を進めて
いる。

社会貢献に関する各種活動
状況についてはホームペー
ジで公表している。

― ―

看
護
学
部

・�看護学研究科における
在籍者数は博士前期課
程15名、博士後期課程
14名、収容率116％と
定員を満たしている。
また、2024年3月修了
見込み者数は博士前期
課程7名、博士後期課
程3名であり、いずれ
も修了年限内での修了
である。

・�看護学研究科博士前期
課程高度実践コースで
は、初となるナースプ
ラ ク ティ ショ ナー 1 名
が受験し合格した。専
門看護師は、慢性疾患
看護1名、小児看護2名、
老人看護1名が受験し
いずれも合格した。

・�看護キャリアサポート
センターと協働し、潜
在看護師の復職支援、
ならびに新任訪問看護
師を対象とした研修、
エキスパート HOME ナ
ース人材養成等のリカ
レント教育に企画・運
営に参画している。

・�学内外の看護職を対象
とした人材育成教育セ
ミナー「看護職が働く
環境とメンタルヘルス
～患者・家族からの暴
力・ハラスメント対応～」
を開催した（2024.1.20）。

・�市民を対象に市民看護
講座「生活習慣を振り
返り考えよう！循環器
病の発症・重症化をど
う防ぐ？」を開催した

（2023.12.2）。

（改善計画）
・看護研究会の活性化

（目標）
学内外の教育研究機関、
保健医療福祉の関連機関
と連携し、看護実践の課
題に関する研究の推進お
よび研究成果を発信する。

（改善計画）
・�地域課題及び地域のニ

ーズを把握する。
・�高槻市内の関連機関及

び団体等との連携を図
りながら、カムカムサ
ロンの活性化を図る。
現在、看護学部教員の
みで企画運営をしてい
るが、継続性を考慮し
他学部とも協働してい
く策を検討する。

（目標）
研究成果を活用し、地域
住民の健康ニーズ解決に
向けた活動を実施する。

（改善計画）
・短期留学を促進する。

（目標）
海外の研究機関との学術交
流を推進する。

（改善計画）
・�個々の活動を可視化し、

社会に発信していく。
（目標）
持続可能な開発目標（SDGs）
に資する活動を含む、本学
部における社会連携・社会
貢献に関する情報発信を強
化する。

― （改善計画）
・�外部者がアクセスしやす

いウエブサイトの提案が
必要である。

（目標）
看護学実践研究センターの
ウエブサイトの充実と、活
動状況に関する情報をタイ
ムリーに公開する。
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06.各センター・大学付設研究所等

医学研究支援センター

ご挨拶
　医学研究支援センターは実験動物部門、研究機器部門、トランスレーショナル・リサーチ (TR) 部門、医療統計室、産学
官連携推進室から成り、多方面にわたって研究のサポートを行っています。

　このご挨拶を書いている 2024 年には、医学研究支援センターは総合医学研究センターに改称されています。これは支
援という脇役的なイメージから、社会に開けた研究の推進、三学部間の連携強化といった、さらに積極的かつ主体的な役
割をセンターが果たしていこうという考えからです。そのための準備は 2023 年度から進んでおり、外部からの研究機器
利用の提供にむけた整備、三学部の共同研究に対する学術奨励助成金の準備などを行いました。

　近年、研究データの取り扱い・保存が文部科学省の懸案事項です。研究不正防止や研究データの共有化などがその具体
例ですが、本学も以前から引き続いて対策を検討しています。研究を行うからには実験ノートの記録・保存といった基本
的なことから再認識していただき、実行していただくよう繰り返し啓発を行っています。また研究データと関連しますが、
研究資産の海外流出に留意するため、研究インテグリティ・マネジメント委員会が発足して、活発に海外との交流をもつ
本学の研究資産を守る活動も始まりました。

　2022 年度の後半から急速に社会に広まった生成系 AI が研究の世界に与える影響は小さくありません。2023 年度は生成
系 AI にはどんなリスクがあり、どのような活用をしていけばよいのかといったことを、様子をみながら考える年になりま
した。しかし今後、進化し続ける AI を積極的に利用しないままでは世界の研究の勢いから取り残されることになります。
急速に変わりゆく研究環境に対応しながら、利用者の皆さまが安心して効率よく研究が行えるよう努めてまいりますので、
ご指導ご鞭撻のほどよろしくお願い申し上げます。

医学研究支援センター長　近藤　洋一

運営委員会
委員長　
近藤　洋一（教授）、奥　英弘（専門教授）、髙井　真司（教授）、小野　富三人（教授）、伊藤　ゆり（准教授）、
根本　慎太郎（専門教授）、真継　和子（教授）
3部門＋2室
実験動物部門、研究機器部門、トランスレーショナルリサーチ部門、医療統計室、産官学連携推進室
5委員会
研究倫理委員会、臨床研究審査委員会、利益相反委員会、医学部・看護学部 生物安全管理委員会、知的財産管理委員会

　医学部では、医学研究支援センターを設置し、医学部及び看護学部における動物実験の統括的支援、共用する研究機器の集
中管理とその効率化を図り、GP(Good Practice) などの研究戦略の策定及び学内外の研究活動の連携を推進し、研究活動の開
始から得られた成果の社会還元まで支援すること、並びに本学の産学官連携活動を推進すること等を主な目的とし、役割に沿
った部門・室で構築されている。各部門・室が全体の事業計画に沿った計画を立て実施状況を報告し、次年度の課題を見出す
自己点検を行っている。
　研究関連の委員会は多岐にわたり、医学研究支援センター関連でも学内助成や共同研究・受託研究等の事前審査も担う医学
研究支援センター運営委員会、研究機器部門運営委員会等を開催した。
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各部門・室の事業評価抜粋（医学部では各部門・室が事業計画と達成状況を記載している。）

●各種書式の見直しと、学部間での書式・委員会統合ついて（全般）
�達成状況と今後の計画
　他機関との共同研究の活性化を目的とした「共同研究プロジェクト」は 20 件の申請があり、全課題採択され、私立大学経
常費補助金対象として申請しました。また、大型プロジェクト（A タイプ）や科学研究費助成事業（B タイプ）への積極的
な応募と採択を目指し、また、若手研究者支援（ C タイプ）として研究拠点育成奨励助成金を設け、それぞれ医学部から A
タイプ 2 件、B タイプ 5 件、C タイプ 6 件が選定されました。

●動物舎老朽化に伴う、新実験棟の建築構想ついて（実験動物部門）
�達成状況と今後の計画
　キャンパス施設耐震化 100% 計画により、法医解剖室と実験動物飼育施設が置かれる第 1 研究館の建築計画が進み、実験動
物飼育施設には近隣住民への影響を配慮した防音性のある飼育室や飼育環境を良好にする空調等を配備し、ケージのオートウ
ォッシャー等を設置することで技術職員の作業効率を良好にする環境を整備することになりました。

●研究機器の利用推進と管理体制整備ついて（研究機器部門）
�達成状況と今後の計画
　技術サポート強化のために操作方法の動画作成、マニュアルのデジタル化、機器一覧を刷新するなど機器利用の利便性を高
めました。また、IT 関連業務改善のために施設内に点在していた各種サーバーの集約管理及びセキュリティ強化を目的にサ
ーバー室を新たに設置し、新規にオープンスペース近赤外線蛍光イメージングシステム Luminous Quester NI（文部科学省
私立大学等研究設備整備費等補助金）、卓上 SEM TM4000PlusⅡなどを導入しました。

●バイオバンク検体利用率向上のための整備（トランスレーショナルリサーチ部門）
�達成状況と今後の計画
　新規登録検体は血液 6,570 件・組織 917 件、外部提供検体は 558 件となりました。また、学内研究の活性化を目的とした
研究受託業務は以下のとおりです。
・�DNA 抽出 141 本、RNA 抽出 206 本、薄切 795 枚、組織染色 217 枚、ウエスタンブロッティング 10 件、デジタル PCR96

検体、リアルタイム PCR 3 検体、cDNA 合成 11 検体、リサーチスライドスキャナー VS200 使用の撮影 58 枚、ELISA 測
定 30 プレート分。

・�軽作業実験依頼（検体分注作業 4,700 本、ラベル貼付作業 2,632 本、検体送付作業 4 件）
　今後も事業を継続し、学内実験設備及び人材の集約化、効率化を目指していきます。さらに学外との共同研究が AMED に
採択され、アカデミア研究支援体制の構築にも継続的に取り組む予定です。

●臨床・疫学統計支援、バイオバンクアンケート回収について（医療統計室）
�達成状況と今後の計画
　延べ約 120 件（対面・オンライン約 90 件、メール約 45 件）の統計コンサルテーション及び解析支援を行いました。今年
度は外部機関からの統計相談・支援をのべ 8 件受託しました。学内の統計知識のアップデート及び学習環境の整備のために
第 10 回医療統計セミナー（関数データ解析）を開催しました。統計ソフトウェア JMP の管理業務、及びインストールや利
用に関する支援も行いました。

●学部間交流の推進（産学官連携推進室）
�達成状況と今後の計画
　2023 年（令和 5 年）度も産学官連携セミナーを開催し、本学で開発された医療機器の実例、バイオベンチャーを取り巻く
現状と課題、特許に関する権利についての講演を実施しました。また、3 学部の研究者同士の交流を深めるための研究カフェ
も 2 回開催し、医薬看融合研究を目指した活動も進めています。JST 主催のイノベーション・ジャパンへの出展、年間を通じ
て 10 件以上の発明相談と特許出願の支援など、幅広い支援活動を行っております。
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薬学研究支援センター

ご挨拶
　2023 年度の薬学研究支援センターの活動状況を報告致します。
　薬学部では、研究関連の運営方針を決定する委員会として薬学研究委員会を設置し、原則毎月開催しています。2023 年
度は、本会を 5 回、メール審議・報告を 9 回の計 14 回開催し、薬学部内の研究活動の推進に関する事項（研究費の配分、
研究助成、共同機器購入・運用など）について審議を行いました。
　また、薬学研究支援センターには共同研究施設として中央機器研究施設、動物関連研究施設、RI 研究施設を設置しており、
各施設において研究機器等の整備、維持、管理に努めております。各施設の運営方針等については、動物関連研究施設運
営委員会および RI 研究施設運営委員会で審議しています。中央機器研究施設内の共通機器の運用については管理責任者を
中心に個別の協議を行っています。個々の委員会等で解決が困難な懸案事項については薬学研究委員会にて協議する体制
をとっています。
　2023 年度の各研究施設の活動状況ですが、共同研究施設に関しましては薬学部内に限らず、学部外、学外の研究者にも
広く利用して頂き、共同研究の活動拠点としていただいております。現在、共同研究の目的に限らず学外の企業や大学等
の研究者が本学の研究設備・機器を利活用いただけるようシステム整備を進めており、薬学研究支援センターでは小動物
PET/SPECT/CT、NMR、質量分析計を対象機器としてスタートしました。
　共同研究の活性化に加え、産学連携や地域連携も推進していけるよう関係の皆様には引き続いてのご指導ご鞭撻を賜り
ますようよろしくお願い致します。

薬学研究支援センター長　中村　任

運営委員会
委員長　
中村　任（教授）、戸塚　裕一（教授）、藤森　功（教授）、天滿　敬（教授）、坂本　恭子（教授）、平野　智也（教授）
奥平　桂一郎（教授）、福森　亮雄（教授）
3研究施設
動物関連研究施設、中央機器研究施設、RI 研究施設
6委員会（※本部と合同にて開催の親委員会は割愛）
動物関連研究施設運営委員会、RI 研究施設運営委員会、薬学部バイオセーフティ安全管理専門部会、
薬学部遺伝子組換え実験安全管理専門部会、薬学部動物実験専門部会、薬学研究専門部会

　薬学部では、研究関連の運営方針を決定する委員会として薬学研究委員会を設置し、原則毎月開催している。2022 年度は
8 回開催し、薬学部内の研究活動の推進に関する事項（研究費の配分、研究助成、共同機器購入・運用など）について審議を
行った。また、薬学研究支援センターには動物関連研究施設運営委員会および RI 研究施設運営委員会を設置し、各施設の運
営方針等について審議している。中央機器研究施設内の共通機器の運用については管理責任者を中心に個別の協議を行ってい
る。個々の委員会等で解決が困難な懸案事項については薬学研究委員会にて協議する体制をとっている。
　なお、学部活動全般（教育・研究・学生支援など）の活動方針については、「薬学自己点検・評価委員会」において、定期
的に自己点検・評価を実施している。研究関連の自己点検については、2023 年 7 月、9 月（2 回）、11 月、12 月、2024 年 1 月、
3 月（2 回）の計 8 回、同委員会を開催し、「教育研究環境整備の方針」、「社会連携・社会貢献の方針」などの項目について
自己点検・評価を実施した。同委員会は、薬学部長を委員長として、薬学研究支援センター長（薬学研究委員長）、薬学教務
委員長、 薬学学生委員長など学部内の要職者及び薬学総務部長、薬学学務部長といった事務職員もメンバーとなっており、外
部委員も委嘱している。
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「教育研究環境整備の方針」に関する検証について

●薬学研究支援センター内の研究共同機器について
�達成状況と今後の計画
　研究共同機器の各管理者に対し、「機器の利用状況調査」を実施、また学科会議にて老朽化した機器や稼働状況の低い機器
を廃棄・移動するよう呼びかけた結果、ある程度、整理・整頓を図ることができた。今後も様子を見ながら、当センター内の
機器の有効利用に努める必要がある。

●本部キャンパス（医学部・看護学部）との共同研究について
�達成状況と今後の計画
　大学統合を期に、本部キャンパスとの共同研究の件数を増加させるべく、「研究カフェ」等、学部を越えた研究者同士の意
見交換会を実施した。共同研究に結びついた件数は少なく、引き続き、本部キャンパス・研究推進課と検討していく必要があ
る。

●研究業績調書について
�達成状況と今後の計画
　各年度、部署ごとおよび研究者ごとに「研究業績調書」を作成しており、常勤者からは、ほぼ 100％提出されている。
　なお、現在、研究領域にかかわらず一律の項目で評価を行っていることから、各部署で領域や研究内容等の違いによって、
不公平な配点・評価になっていないかを検討する必要がある。

「社会連携・社会貢献の方針」に関する検証について

●「学術交流・研究推進プロジェクト」について
�達成状況と今後の計画
　「学術交流・研究推進プロジェクト」について応募要項を見直し、2 つ以上の異なる研究領域間での研究に対する助成とした。
申請件数は過去数年と比較して増加しておらず、申請件数の増加に向けた更なる工夫が必要である。
　また、今後は、本部キャンパス・研究推進課と連携を深め、複数学部共同で申請できるプロジェクトを設置する方向で検討
する。

●研究倫理審査について
�達成状況と今後の計画
　薬学部内において、研究倫理審査は「薬学研究専門部会」のもと、迅速に審議が行われた。2023 年度以降は、研究倫理に
関する申請が電子化され、業務が研究推進課に一本化されることとなったが、薬学部からの申請分については引き続き、「薬
学研究専門部会」にて審査できるようサポート体制を維持する必要がある。
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看護学実践研究センター

ご挨拶
　2023 年度の看護学実践研究センターの年報をお届けします。
　看護学実践研究センターは、大学内をはじめ、地域の教育研究機関、保健医療福祉の関連機関と連携し、看護実践の課
題に関する研究の推進および国内外に向けた研究成果の発信を目的とした活動を進めています。
　ここ数年、新型コロナウイルス感染症による感染拡大の影響により当センターの活動も自粛せざるを得ない状況が続き
ました。しかし、新たな価値観のもと 2022 年度には少しずつ活動を再開し、皆さまとの交流を再スタートしました。
2023 年 5 月には、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが 5 類感染症となり、感染対策は国民の自主的な取
り組みをベースとした対応へと変わりました。こうしたなか当センターでは、活動の柱であった研究支援と情報発信、生
涯学習支援、地域貢献を、「知の創造」・「知の活用」・「知の還元」と改め、感染対策を講じながらも、これまで築いてきた
人びとや他機関とのつながりを基盤に、活動の拡大、強化を図る年としました。
　「知の創造」では、新たに看護研究継続セミナーを開始しました。また、看護研究会は第 7 回を迎え、今年度初めて、学
生の卒業研究ポスターの掲示を試みました。「知の活用」では、人材育成教育セミナーの実施、本学看護キャリアサポート
センターへの人材派遣など、看護職の皆さまの実践支援につながる活動を進めてきました。「知の還元」では、高槻市と
NPO 団体共催によるたかつき協働 NPO フェスタへのブース出展、さらに中止していた健康支援活動であるカムカムサロ
ンの対面による定期開催など、地域社会貢献を軸とした活動を精力的に再開いたしました。カムカムサロンの活動展開に
おいては高槻市との共同開催を視野に入れた会議もスタートさせました。
　今後も地域の医療従事者の方はもちろんのこと、市民の皆さまとの対話を大切にした活動を展開し、センターとしての
役割を遂行してまいりたいと思います。関係者の皆さまには今後ともご理解ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し
上げます。皆さまとともに活動できますことを楽しみにしております。
� 看護学実践研究センター長　真継　和子

実践研究センター運営会議
議長
真継　和子（教授）、飛田　伊都子（教授）、土手　友太郎（教授）、川北　敬美（准教授）、南口　洋子（准教授）、
中原　洋子（講師）、倉橋　理香（助教）、土井　智生（助教）、笹野　奈菜（助教）、藤井　智子（事務）

　看護学部では、看護学実践研究センターを設置し、看護実践の課題に関する研究の推進と研究成果を発信することを使命と
し、研究支援、生涯学習支援、地域貢献を柱に活動している。看護学実践研究センター長を中心とする実践研究センター運営
会議にて事業企画・運営方法等を審議している。
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2023年度活動計画

●学部間連携共同研究の強化・推進

●研究支援
1）看護研究セミナー　2）研究成果の発信・共有　3）研究助成に関する情報発信

●生涯学習支援
1）人材育成教育セミナー　2）看護キャリアサポートセンター事業に対する教育支援

●地域貢献
1）高槻フェスタへの出展協力　2）市民看護講座　3）カムカムサロン

●ホームページの充実

評 価

●効果の上がっている事項
1）各種講演会やセミナーなどハイブリッド形式とすることで、教職員等は参加しやすい状況となっている。
2）�事例研究セミナーを発端に、本学大学病院看護部では具体的な研究のすすめ方に関するワークショップを開催、次年度

には事例研究への取り組みを開始するなど参加者の研究活性化につながっている。
3）�COVID-19 の 5 類感染症への移行を受け、看護研究会は全面対面開催としたことにより、学部外からの演題発表や参加

が増えている。今年度は学部生の発表や参加も募ったことから、参加学生からも好評であった。
4）�高槻フェスタへの協力やカムカムサロン、市民看護講座の継続的開催により、市民との交流の場や機会が増えている。

また、地域貢献活動の一部について、高槻市との連携協働体制のもと進めることへの足掛かりを作ることができた。
5）ホームページをリニューアルし、学部からもアクセスしやすくなった。

●改善すべき事項
1）�研究会やセミナーなど卒業生や修了生の参加が少ない。本研究会の周知を図るとともに参加意義を明確にし、多数の人

が興味関心をもち参加できる工夫が必要である。また、学部教員による研究について演題登録率を高めていく。
2）�カムカムサロンを始めとする社会貢献活動については、地域の他機関と連携協働を図り、住民のニーズを把握しながら

進めていく必要がある。
3）�学部間の学術研究推進プロジェクト助成について、看護学部からの応募はほとんどない。看護学部からも応募しやすい

研究助成の枠を検討していくなど、研究機構及び他学部との調整を図る必要である。

●将来に向けた発展方策・課題
1）学部間連携共同研究の強化・推進に取り組む。
2）�研究活動を活性化していくために、研究者が抱える課題やニーズを把握し、研究環境整備とともに、長中期的視点にた

った研究支援策の検討を進める。
3）看護研究会の位置づけを再検討し組織化に向けた検討を進める。
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BNCT 共同臨床研究所BNCT 共同臨床研究所

ご挨拶
　BNCT 共同臨床研究所は、2023 年度も研究、臨床、人材育成を三本柱として活動しましたので報告いたします。
　研究分野では、2022 年 4 月 20 日に臨床研究審査委員会の承認を受けて開始しました再発グリオーマ BNCT の特定臨床
研究を継続して実施し、患者登録を終了しました。また、再発高悪性度髄膜腫の医師主導治験は主に照射後の経過観察を
行い、完了後の承認申請へ向けて成績の整理を進める段階に到りました。
　臨床分野では、FDG-PET 検査の年度件数が 2035 件となり、本院からの PET 移設後の最多件数を更新しました。更に
年明けより新たにアミロイド PET を開始し、年度内に 4 件実施しました。BNCT は、2020 年 6 月の保険診療の開始以来、
治療件数が順調に増加し 2023 年度は 140 件に、累計で 290 件に達しました。
　人材育成では、BNCT 開始の準備を進めている多くの施設や機関からスタッフの実習や訓練の要請が在り、これ等に対
応しました。我々と同じ中性子照射設備を建設中の外国施設からスタッフを受け入れ教育と訓練を実施しました。これは
BNCT の国際的共同研究体制の構築の第一歩と考えることが出来、効率の良い適応拡大研究に繋がるものとして、今後も
注力する所存です。亦、IAEA などの国際機関からも教育の場の提供を求められ積極的に対応しました。これ等は何れも
BNCT の国際的認知度を高める意義が在り、今後も積極的な対応を考えております。
　学内の主に基礎的研究を活発化することを目的に、当研究所とセンターが核となって大学内の BNCT 研究会を 2 回開催
しました。之は、科学研究費などの採択を受けている特に若い研究者の研究活動に適切な助言と支援を与え、更には学内
共同研究を促進するための新たな試みです。継続的に年 2 回の開催を計画しています。斯うした試みを通じて基礎力にお
いても足腰の強い大学を作り上げることを意図しています。
　研究所が名実共に BNCT 医療と研究の拠点として、がん治療の進歩に貢献できるよう、今後ともご支援ご協力を賜りま
すようお願い申し上げます。
� BNCT 共同臨床研究所所長　小野　公二
� 関西 BNCT 共同医療センター長　二瓶　圭二

2023年度事業内容

●教育訓練
実習受け入れ（5 名／ 2023 年 9 月）、看護師実習受け入れ（1 名／ 2023 年 5 月）
見学受け入れ（256 名）
IAEA（国際原子力機関）トレーニングワークショップ 27 名受け入れ

●研究活動
特定臨床研究実施 （CRB 審査承認～実施～監査）
進行中の臨床研究３課題

●広報活動
ラジオ番組／１件
雑誌インタビュー／ 1 件（Nature Web 版）

●関西 BNCT共同医療センターの活動
セミナー・講習会開催　（医療従事者向け 3 件　一般向け 1 件　スポンサードセミナー 11 件）

論文数（英文） 論文数（和文） 邦文発表・著書 海外講演・発表 国内講演 受賞 外部資金

21 8 3 13 15 3 10
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小児高次脳機能研究所　LD センター小児高次脳機能研究所　LD センター

ご挨拶
　いつも大阪医科薬科大学小児高次脳機能研究所および大阪医科薬科大学 LD センターの活動にご理解とご協力を賜り、
誠にありがとうございます。
　2018 年 1 月に開設された大阪医科薬科大学小児高次脳機能研究所は、今年で 6 年目を迎え、活動範囲を広げてまいりま
した。これまで、学習障害を中心とした小児高次脳機能の研究とその成果の実践に取り組んできましたが、2023 年度はさ
らに一歩進み、小児高次脳機能研究所は共同研究の公募を開始しました。日本全国の研究者との連携を強化することで、
国内の研究の推進に寄与することを目指しています。これにより、学内外の多くの研究者と協力し、新たな知見や技術の
開発に取り組むことで、より一層の成果を上げることが期待されます。
　LD センターとの連携もますます強化しており、双方の活動が相互に補完し合う形で、実践と研究を繰り返すことにより、
小児の発達障害や高次脳機能障害などのより効果的な治療法や指導法の開発に努めています。この有機的な連携は、新し
い時代の教育と医療のモデルを創出するための重要なステップであると確信しています。
　今回、小児高次脳機能研究所、LD センターの 2023 年度業績をまとめさせていただきました。
　今後とも、小児高次脳機能研究所および LD センターの活動を通じて、子どもたちの成長・発達を支援し、地域・社会
に貢献することを目指してまいります。
　引き続き、皆様のご指導とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
� 大阪医科薬科大学小児高次脳機能研究所所長　大阪医科薬科大学小児科学教授　芦田　明

2023年事業内容

●活動内容
教育活動：見学等の受け入れ 10 件　学外講師 3 件
広報活動：メディア出演 （計 5 回）
運営委員会 11 回
コラム掲載：5 件

検査結果
説明 診察・診断 読み書き

検査
作業療法
評価

視知覚・視機能
評価

ことばの
評価

発達障害・LDの
児童

ダウン症幼児
タンポポ教室

LD読み書き
指導

ビジョン
トレーニング

幼児
グループ
療育

作業療法
トレーニング LD教育相談

ＬＤクリニック 評価 指導 講演会・研修会
の企画・開催

LDに関する
調査・研究

高次脳機能研究所
所長小児科
主任教授併任

高次脳機能研究所
特務講師　VT評価・指導部門

ST・OT・VT
診療相談部門
非常勤医師 受付・事務部門 研究開発部門

ST

顧問
LDセンター長
小児科診療准教授

併任

（灰色内）LDセンター運営委員会（月1回）開催メンバー

論文数（査読有） 総説 著書 国際講演 国内講演（招待含む） 科研費採択（件数）

3 1 1 1 47 7
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薬用植物園薬用植物園

ご挨拶
　薬用植物園は、薬用植物の研究および知識の普及を目的に、種々の植物を収集・栽培・展示・系統保存する施設です。
文部科学省の大学設置基準（昭和 31 年 10 月 22 日文部省令第 28 号）の第三十九条（附属施設）には、薬学に関する学部
又は学科に「教育研究に必要な施設」として、薬用植物園が記載されています。一方、当施設の歴史は古く、現在の薬学
部の前身である帝国女子薬学専門学校（1925 年　大正 14 年）には、設置されていたと記録されています。この時代より、
薬学の教育・研究に供されてきました。現在は、阿武山キャンパス内に設置されており、総面積 4,995㎡で標本栽培園を
はじめ管理棟や温室（143㎡）、育苗用ビニルハウスなどを備えています。また、日本植物園協会の第四分野（薬用植物を
扱う専門植物園）部会にも所属する施設であり、薬学部の教育・研究に寄与すると共に、一般市民への公開見学会を通し
て人々の健康維持に貢献する地域社会活動でも重要な役割を果たしてきました。
　2023 年度は、本学の研究施設としての新たな運営体制の中、一般公開などの見学会を通じての地域社会活動を維持しつ
つ、薬用植物に関する研究にも重点を置き、活動をしてまいりました。今後も、①学生教育への寄与、②研究への寄与、
③地域社会への寄与を中心に運営、活動してまいります。
　一方、本園の植物資源を活用した研究例として、ウラルカンゾウ（Glycyrrhiza uralensis ）やジャノヒゲ（Ophiopogon 
japonicus）、ノイバラ（Rosa multiflora）やムラサキ（Lithospermum erythrorhizon）などの薬用植物の栽培品種の育種
開発研究及び生産者と連携した実証栽培試験が進められています。さらに、薬用植物の国内での実証栽培に関する情報を
発信することで他園と差別化を図り、本学独自の特徴ある薬用植物園を目指したいと考えています。また、その他多くの
薬用植物を保有しており、これらの植物資源を基盤に本施設が先生方の研究に利用されることを願っております。今後と
もご理解、ご協力を賜ります様、よろしくお願いいたします。
� 薬用植物園園長　芝野　真喜雄

2023年事業内容

●教育活動
「薬用植物園だより」の掲載（ホームページ、薬学部掲示板、医学部・看護学部への配信）
薬学部内での授業利用
医学部学生の見学受け入れ
一般社団法人　大阪生薬協会　薬草見学会

●研究活動
施設利用研究報告１件

●広報活動
一般市民見学会の開催（毎月第 3 土曜日　午前 10 時～、計 7 回）、学園祭（大薬祭）での一般公開
公式 X（旧ツイッター）への投稿（技術職員のつぶやき）

●研修会等
漢方薬・生薬認定薬剤師研修実施
見学会の開催（薬用植物栽培研究会、日本生薬学会関西支部）
日本薬用植物園協会　第 4 部会　園長会議
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07.研究設備・機器の整備

（1）研究機器・設備　共用システム
　本学における研究機器・設備について、共用システムの利用が推進され、産学官連携等を促進することで科学技術イノベーション
につながり、ひいては共同研究の活性化、若手研究者や技術職員等の育成等、本学の研究力の向上に資するために、本学に設置する
研究設備・機器を本学外の幅広い研究者等が利活用するシステム（以下、「共用システム」という。）を構築し、2023 年度より運用
を開始いたしました。共用システムを適正かつ円滑に実施するため、共用システム審査会（以下、「審査会」という。）を置き、審査
会は研究機構会議が担います。
　学外研究者のニーズに応え得る大型で利便性、効果性の高い共用研究機器・設備として、まずは下記の研究機器を選定いたしまし
た。また、下図フローにて運用しています。

対象研究機器・設備

設置学部 対象研究機器・設備 設置場所

医学部

透過型電子顕微鏡
レーザー顕微鏡

研究機器部門
（本部キャンパス総合研究棟3階）

P2実験室
共同実験室

トランスレーショナルリサーチ部門
（本部キャンパス総合研究棟3階）

薬学部
NMR、MS 中央機器研究施設

（阿武山キャンパス B 棟1階）

小動物 PET/SPECT/CT RI 研究施設
（阿武山キャンパス B 棟 B1階）

大阪医科薬科大学（学長）

外部（企業・大学等）との共同研究、産学連携、地域連携の推進

研究機構（共用システム審査会）
運営・審査

研究推進課（受付窓口）
研究活動の企画・
コーディネート、
共同研究の推進

利用申し出

機器が充実してる
共同研究したい

大学・企業

予約が簡単
料金設定が
わかりやすい

自治体

機器を
使いたい

研究所

医学研究支援センター（センター長）
技術職員

精度管理・技術向上・活用支援・整備計画
透過型電子顕微鏡、レーザー顕微鏡、

P2実験室、共同実験室

薬学研究支援センター（センター長）
薬学総務部管理課・担当教員

NMR、MS、
小動物PET/SPECT/CT

研究設備・機器共用規程
研究設備・機器共用規程細則
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（2）新規大型機器の設置・使用状況・老朽 /遊休機器の廃棄整理
新規大型機器の設置

設置学部 機器・システム名称 導入金額
（円） 対象補助金

医学部

近赤外線蛍光イメージングシステム
（Luminous Quester NI） 26,950,000 施設整備費補助金

卓上低真空走査電子顕微鏡
（Miniscope TM4000PLUSⅡ） 4,999,995 経常費補助金特別補助

薬学部

共焦点レーザースキャン顕微鏡システム 54,962,160 施設整備費補助金

Q-TOF 型質量分析計システム 34,100,000 該当なし

老朽/有休機器の廃棄移管等による整理

設置学部 機器・システム名称

医学部

セルソーターシステム（FACS Aria）

フローサイトメーター（EC800）

質量分析装置（AutoFlex Speed）

薬学部 該当なし
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08.外部資金の獲得

（1）経常費補助金、施設整備費補助金（各補助金、私立大学改革総合支援事業の獲得点数）
研究助成金の獲得

研究センター運営費補助金 研究センターの名称 2023年度
補助金額（円）

2022年度
補助金額（円）

私立大学等経常費補助金
医学研究支援センター 23,680,000 31,213,000

薬学研究支援センター 25,600,000 24,232,000

私立学校施設整備費補助金
医学研究支援センター 17,966,000 26,309,000

薬学研究支援センター 27,481,000 16,133,000

私立大学改革総合支援事業

タイプ1
特色ある教育の

展開

タイプ2
特色ある高度な
研究の展開

タイプ3
地域社会への貢献
（地域連携型）

タイプ3
地域社会への貢献

（プラットフォーム型）

タイプ4
社会実装の
推進

2023 選定 (71/95点 ) 選定 (37/61点 ) 申請無 (38/53点 ) 選定 (31/48点 ) 選定 (40/59点 )

2022 選定 (77/96点 ) 不選定 (20/53点 ) 申請無 (38/53点 ) 選定 (27/47点 ) 選定 (45/58点 )

2021 不選定 (65/99点 ) 不選定 (21/54点 ) 選定 (38/53点 ) 申請無 (-/-) 選定 (42/57点 )

（2）科研費の獲得（金額、応募件数、採択件数）

新規　代表	 新規＋継続　代表

金額（千円） 応募件数 採択件数 採択率 金額（千円） 採択件数

医学部 61,490 212件 39件 18.4% 医学部 166,270 128件

薬学部 19,760 54件 12件 22.2% 薬学部 34,710 25件

看護学部 4,680 11件 3件 27.3% 看護学部 23,920 20件

分担	 総額

金額（千円） 金額（千円）

医学部 20,076 医学部 186,346

薬学部 4,719 薬学部 39,429

看護学部 1,551 看護学部 25,471
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（3）各種助成金・共同研究費・受託研究費・その他公的研究費の獲得

対象 金額（千円） 件数

企業団体との共同研究・受託研究
医学部 78,798 58件

薬学部 11,450 9件

大学間連携等による共同研究補助金
（私立大学等経常費補助金）

医学部 40,000 17件

薬学部 92,800 18件

各種財団等助成金の獲得

医学部 21,304 16件

薬学部 5,300 5件

看護学部 1,273 3件

その他公的研究費の獲得
( 厚労科研、AMED 等 )

医学部 185,156 59件

薬学部 26,650 5件

看護学部 5,200 1件

09.研究組織の活性化 / 研究推進

（1）学術交流・研究推進プロジェクト（学内競争的資金助成制度）
医学部・看護学部	 薬学部
採択件数：14 件	 採択件数：10 件
助成額合計：18,000,000 円	 助成額合計：11,000,000 円

（2）研究者の業績評価
医学部・看護学部	 薬学部
教員業績評価において自己評価で点数化	 研究業績指数を算出して自己評価（教育研究業績調書）
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10.研究業績（論文発表、特許数）の推移
研究業績

英文 和文 施設利用（論文） 特許出願件数

医学部 290 － 60 3

薬学部 21 － 21 6

看護学部 11 64 － 1

2021年度～2023年度の論文数推移

350

300

250

200

150

100

50

0

163

101

247

82 82

232

60
34
47

34

57 52

56
86 87

2021
医学部

2021
薬学部

2021
看護学部

2022
医学部

2022
薬学部

2022
看護学部

2023
医学部

2023
薬学部

2023
看護学部

■ 施設利用無 163 34 86 247 34 87 232 56 82

■ 施設利用有 101 47 － 82 57 － 60 52 －
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11.教育研究・広報活動

（1）研究公正推進

① 研究実施届
研究者が研究を行う上で必要な手続漏れ等を防ぎ、所属長が承認する仕組みを構築し実施した。

（提出率：医学部／ 90％、薬学部／ 100％、看護学部／ 100％）

② 公的研究費不正使用防止（コンプライアンス）・研究活動不正防止対策（研究倫理）研修（2023 年 9月 9日、e-Learning 形式）
公的研究費の不正使用等の防止のための文部科学省「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」及
び研究活動における不正行為（学会発表・論文等の捏造、改ざん及び盗用等）防止のための文部科学省「研究活動における不正
行為への対応等に関するガイドライン」に基づき、下記の研修を実施した。

　「大学の先生が留意しないといけないコンプライアンス意識・研究倫理とは～不正の起こらない研究環境づくりを目指して～」
　講師：新日本有限責任監査法人　公認会計士　草加　美香　氏

③ 利益相反・研究インテグリティ研修 （2024 年 1月 17 日）
利益相反や責務相反が深刻な事態に陥ることを未然に防止するとともに、 社会へ説明責任を果たすべく、また、研究の国際化や
オープン化に伴う新たなリスクに対し、研究の健全性・公正性の健全性・公正性（研究インテグリティ）の確保を認識すべく、
以下の研修会を開催した。

　「大学における利益相反・研究インテグリティに係るリスクマネジメントとは」
　講師：新日本有限責任監査法人　大熊　俊也　氏　・　南條　有紀　氏

④ 第 4回産学官連携セミナー（2024 年 3月 26 日）
本学における研究成果を社会実装した事例を取り上げ、社会実装に必要な特許取得等に関して以下の研修会を開催した。

　1）「新規マルチポート開発の経験」（一般・消化器外科学／朝隈　光弘　講師）
　2）バイオベンチャーの現状と課題（産学官連携推進室　中田　繁樹　URA）
　3）特許取得・活用における発明者の権利と役割（産学官連携推進室　金子　修平　URA）

⑤ 臨床研究教育研修会（2023 年 11 月 13 日～ 2024 年 3月 31 日、e-Learning 形式）
臨床研究を実施中、あるいは実施を検討している研究者を対象に「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」「臨床
研究法」に基づき、下記の研修を実施した。

　「医学系研究における個人情報の取り扱い」
　（東京医科歯科大学　生命倫理研究センター　講師　江花　有亮　氏）
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（2）社会連携 /社会貢献

① 第 11 回 DSANJ（Digital Bio Conference 2023）（2023 年 8月 24 ～ 30 日）
「アンメットニーズである抗肝線維化への新規 CCL1 遺伝子治療―マクロファージ抑制による抗線維化作用―」
（内科学 II　朝井　章　准教授）

② イノベーションジャパン 2023（2023 年 8月 24、25 日）
「ファブリー病の新規治療薬の開発」
（薬理学　森原　啓文　講師）
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2024年度 事業計画

01. 研究機構

02. BNCT共同臨床研究所

03. 小児高次脳機能研究所

04. 薬用植物園



01.研究機構
（1）研究推進
① 研究環境整備
　 研究の環境整備、研究倫理の徹底、産学官連携の推進、研究活動の国際展開、社会実装の加速
② 研究・学術交流活動の推進
　 BNCT 研究会の活性化、大型プロジェクトへの取り組み（研究機構）、学内外での研究・学術交流の促進
③ 海外研究者との国際共同研究の推進
　 国際交流を軸とした海外研究者との国際共同研究及び各国研究員受け入れ推進
④ 研究施設の共用化対応の推進
　 研究施設の移設・集約及び共用体制の構築、研究設備の機器リモート化の推進
⑤ 研究データマネジメントの推進
　 研究データ管理体制の推進（リポジトリ）

（2）研究支援
① 外部資金獲得強化
　 競争的研究資金・大型プロジェクト資金獲得支援強化
② 研究不正対策の徹底
　 コンプライアンス教育・研究倫理教育の徹底
③ 研究者のサポート体制の強化
　 臨床研究支援体制の強化、研究成果の社会実装までの支援システムの構築

（3）研究機関
① 小児高次脳機能研究所（LD センター）の充実
　 SNS 等を通じた情報発信、継続的な講演会・研修会の実施
② BNCT 共同臨床研究所の充実
�　 �BNCT の適応拡大に向けた基盤研究及びの推進、基盤研究医師主導治験および特定臨床研究の推進、研究者受入体制の

推進、PET 核医学に係る基礎臨床教育の支援、BNCT の認知向上に向けた広報強化
③ 薬用植物園の充実
　 市民一般見学会の参加者の増大、各学部の授業や日本薬剤師研修センターなどの研修に協力、研究施設としての充実

02.BNCT 共同臨床研究所
　2023 年度と同様に、研究、診療そして人材育成の研究所の使命を追及する為、以下の事業を行う。
⑴ 再発頭頸部癌に対する BNCT 保険診療の実施とその強化（外国人患者の受け入れも展望）
⑵ 其の為の BNCT に関する啓発の強化
⑶ 上記の啓発の強化に資する宣伝資料の作成
⑷ 特に、外国人の見学者、訪問者に対する説明・宣伝資料の追加作成（中国語、韓国語、インドネシア語など）
⑸ 再発膠芽腫に対する BNCT の検証的医師主導治験（第三相治験）の準備
⑹ 新たな適応がんの開拓を目指した特定臨床研究（肉腫、脊髄悪性腫瘍など）の準備と開始
⑺ 基礎研究の飛躍に向けた関連設備の整備（照射設備、培養実験、動物実験設備等）
⑻ 研究飛躍のための学内研究会の開催（機構との共催）と其れを通じた研究者の育成
⑼ 国内外の諸研究機関、施設からの BNCT 実技修練者の受け入れ、および共同研究の実施と其れ等を通じての人材育成
⑽ 日本中性子捕捉療法学会の第 20 回大会の主催・成功
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03.小児高次脳機能研究所
（1）研究活動の強化
　2024年度も引き続き、小児高次脳機能研究所とLDセンターの連携を強化し、学習障害を中心とした発達障害や高次脳機
能障害に関する研究を推進します。2023年度に開始した共同研究公募制度をさらに広げ、日本全国の研究者との連携を強
化し、学術的成果の創出を目指します。また、同時に学内共同研究も始動させ、発展させる予定です。発達障害などの学習
困難の要因を追求し、支援法を検討する当事者研究も拡充し、学内共同研究を行うことにより、保護者支援や地域のリソー
スの活用も含めた保護者や環境へのアプローチに関する研究を進め、これまで小児高次脳機能研究所・LDセンター単独で
はできなかった研究を発展させることを目指します。

（2）指導・訓練部門の充実
　研究によって得られた知見を基に、発達障害児など学習に困難がある児童に対する個別指導モデルや訓練法の開発と実践
を強化します。各児童の認知特性に合わせた最適な教育プログラムを提供し、学習効果の向上を目指します。SNSによる発
信、講演会や学会発表を通じて、学習に困難がある児童の保護者・支援者などに向けて有益な情報を提供し、サービスの利
用を促進すると共に、当センターの収益増加を実現することを目指します。

（3）外部連携と広報活動
　外部機関との連携を強化し、LDセンターの活動を広く周知するための広報活動を展開します。昨年度に引き続き、大学
や医療機関、教育機関からの見学や研修を積極的に受け入れ、当センターの活動を広めるとともに、相互交流を図ります。
また、SNSやホームページへの情報の掲載、講演会、メディア出演などを通じて、LDセンターの研究成果や活動内容を広
く発信し、地域社会への貢献を図ります。

04.薬用植物園
　新型コロナ感染症拡大による一般見学会の縮小が続き、2023 年度は新型コロナ感染症拡大前の体制に戻したが、市民の
参加人数の回復していない。本年度は、ホームページなどの活用により、人数制限無しの開催であることを周知し、市民一
般見学会の参加者の増大を目指す。また、団体見学会の受入れも再開する予定である。さらに、各学部の授業への協力や日
本薬剤師研修センターなどの研修に協力する。
　運営予算を見直し、研究施設としての充実を図る。また、施設の利用申請書を作成することで、学部間の壁を取り除き、
多くの教員が気軽に利用できる施設を目指す。
　さらに、研究面では、2023 年度に採択された国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）の創薬基盤推進研究事
業（薬用植物国産化・利活用の実装化に向けた産地形成に資する研究）へ「薬用人参および甘草の種苗生産技術と継続性の
ある新産地形成に関する研究開発」の課題が 2 年目に入る。本施設のリソースを活用し、日本国内でのスペインカンゾウ

（Glycyrrhiza glabra）の新産地化形成のための研究を進める。また、開発した品種（ウラルカンゾウ、種間雑種カンゾウ、
ジャノヒゲ等）については、知財部と協力し品種登録の準備、データ収集を進める。
　一方、阿武山キャンパス内に設置されており、近隣も住宅街であることから、農薬の使用法や使用量についても検討し、
減薬や有機農薬の使用を試みる。
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